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特許法施行規則様式

様式 備考

番号 番号 改 正 案 現 行

３ ５ ５ あて先は、特許異議、審判又は再審に係属中の場合はその事件に係る特許 ５ あて先は、審判又は再審に係属中の場合はその事件に係る特許庁審判長、

庁審判長、その他の場合は特許庁長官とする。 その他の場合は特許庁長官とする。

６ ６ 「事件の表示」の欄には、特許異議に係属中のものについては「異議○○ ６ 「事件の表示」の欄には、審判に係属中のものについては「無効○○○○

○○－○○○○○○」のように特許異議の番号を、審判に係属中のものにつ －○○○○○」のように審判の番号を、再審に係属中のものについては「再

いては「無効○○○○－○○○○○」のように審判の番号を、再審に係属中 審○○○○－○○○○○」のように再審の番号を、特許権の存続期間の延長

のものについては「再審○○○○－○○○○○」のように再審の番号を、特 登録の出願についての場合には「特願○○○○－○○○○○○」のように延

許権の存続期間の延長登録の出願についての場合には「特願○○○○－○○ 長登録出願の番号を記載する。

○○○○」のように延長登録出願の番号を記載する。

５ 様式第５（第８条関係） 様式第５（第８条関係）

代 表 者 選 定 届 代 表 者 選 定 届

（平成 年 月 日） （平成 年 月 日）

特許庁長官 殿 特許庁長官 殿

（特許庁審判長 殿）

１ 事件の表示 １ 事件の表示

２ 代表者 ２ 代表者

事件との関係 事件との関係

住所（居所） 住所（居所）

氏名（名称） ㊞ 氏名（名称） ㊞

３ 代理人 ３ 代理人

住所（居所） 住所（居所）

氏名（名称） ㊞ 氏名（名称） ㊞

４ 添付書類の目録 ４ 添付書類の目録

(1) 代表者であることを証明する書面 １通 (1) 代表者であることを証明する書面 １通

(2) （ 通） (2) （ 通）
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１ １ 「事件の表示」の欄には、特許異議に係属中のものについては「異議○○ １ 「事件の表示」の欄には、審判に係属中のものについては「無効○○○○

○○－○○○○○○」のように特許異議の番号を、審判に係属中のものにつ －○○○○○」のように審判の番号を、再審に係属中のものについては「再

いては「無効○○○○－○○○○○」のように審判の番号を、再審に係属中 審○○○○－○○○○○」のように再審の番号を、特許権の存続期間の延長

のものについては「再審○○○○－○○○○○」のように再審の番号を、特 登録の出願についての場合には「特願○○○○－○○○○○○」のように延

許権の存続期間の延長登録の出願についての場合には「特願○○○○－○○ 長登録出願の番号を記載する。ただし、出願の番号が通知されていないとき

○○○○」のように延長登録出願の番号を記載する。ただし、出願の番号が は、「平成何年何月何日提出の特許権存続期間延長登録願」のように記載す

通知されていないときは、「平成何年何月何日提出の特許権存続期間延長登 るか、又は「別添願書写しのとおり」と記載し、当該願書の写しを添付する

録願」のように記載するか、又は「別添願書写しのとおり」と記載し、当該 。

願書の写しを添付する。

６ 様式第６（第９条関係） 様式第６（第９条関係）

氏 名（名 称）変 更 届 氏 名（名 称）変 更 届

（平成 年 月 日） （平成 年 月 日）

特許庁長官 殿 特許庁長官 殿

（特許庁審判長 殿）

１ 事件の表示 １ 事件の表示

２ 氏名（名称）を変更した者 ２ 氏名（名称）を変更した者

事件との関係 事件との関係

住所（居所） 住所（居所）

旧氏名（名称） 旧氏名（名称）

新氏名（名称） ㊞ 新氏名（名称） ㊞

３ 代理人 ３ 代理人

住所（居所） 住所（居所）

氏名（名称） ㊞ 氏名（名称） ㊞

７ 様式第７（第９条関係） 様式第７（第９条関係）

住 所 （居 所） 変 更 届 住 所 （居 所） 変 更 届

（平成 年 月 日） （平成 年 月 日）

特許庁長官 殿 特許庁長官 殿

（特許庁審判長 殿）

１ 事件の表示 １ 事件の表示

２ 住所（居所）を変更した者 ２ 住所（居所）を変更した者
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事件との関係 事件との関係

旧住所（居所） 旧住所（居所）

新住所（居所） 新住所（居所）

氏名（名称） ㊞ 氏名（名称） ㊞

３ 代理人 ３ 代理人

住所（居所） 住所（居所）

氏名（名称） ㊞ 氏名（名称） ㊞

８ 様式第８（第９条関係） 様式第８（第９条関係）

印 鑑 変 更 届 印 鑑 変 更 届

（平成 年 月 日） （平成 年 月 日）

特許庁長官 殿 特許庁長官 殿

（特許庁審判長 殿）

１ 事件の表示 １ 事件の表示

２ 印鑑を変更する者 ２ 印鑑を変更する者

住所（居所） 住所（居所）

氏名（名称） 氏名（名称）

新印鑑 ㊞ 新印鑑 ㊞

３ 代理人 ３ 代理人

住所（居所） 住所（居所）

氏名（名称） ㊞ 氏名（名称） ㊞

10 様式第10（第９条の２関係） 様式第10（第９条の２関係）

代理人選任（代理人変更、代理権変更、代理権消滅、復代理人選任、復代理 代理人選任（代理人変更、代理権変更、代理権消滅、復代理人選任、復代理

人変更、復代理権変更、復代理権消滅）届 人変更、復代理権変更、復代理権消滅）届

（平成 年 月 日） （平成 年 月 日）

特許庁長官 殿 特許庁長官 殿

（特許庁審判長 殿）

１ 事件の表示 １ 事件の表示

２ 手続をした者 ２ 手続をした者

事件との関係 事件との関係

住所（居所） 住所（居所）
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氏名（名称） ㊞ 氏名（名称） ㊞

３ 届出の内容 ３ 届出の内容

選任した代理人 選任した代理人

住所（居所） 住所（居所）

氏名（名称） 氏名（名称）

４ 代理人 ４ 代理人

住所（居所） 住所（居所）

氏名（名称） ㊞ 氏名（名称） ㊞

５ 添付書類の目録 ５ 添付書類の目録

(1) 代理人の選任を証明する書面 １通 (1) 代理人の選任を証明する書面 １通

(2) （ 通） (2) （ 通）

１ １ 「事件の表示」の欄には、特許異議に係属中のものについては「異議○○ １ 「事件の表示」の欄には、審判に係属中のものについては「無効○○○○

○○－○○○○○○」のように特許異議の番号を、審判に係属中のものにつ －○○○○○」のように審判の番号を、再審に係属中のものについては「再

いては「無効○○○○－○○○○○」のように審判の番号を、再審に係属中 審○○○○－○○○○○」のように再審の番号を、特許権に係るものについ

のものについては「再審○○○○－○○○○○」のように再審の番号を、特 ては「特許第○○○○○○○号」のように特許の番号を、特許権の存続期間

許権に係るものについては「特許第○○○○○○○号」のように特許の番号 の延長登録の出願についての場合には「特願○○○○－○○○○○○」のよ

を、特許権の存続期間の延長登録の出願についての場合には「特願○○○○ うに延長登録出願の番号を記載する。ただし、出願の番号が通知されていな

－○○○○○○」のように延長登録出願の番号を記載する。ただし、出願の いときは、「平成何年何月何日提出の特許権存続期間延長登録願」のように

番号が通知されていないときは、「平成何年何月何日提出の特許権存続期間 記載するか、又は「別添願書写しのとおり」と記載し、当該願書の写しを添

延長登録願」のように記載するか、又は「別添願書写しのとおり」と記載し 付する。

、当該願書の写しを添付する。

12 様式第12（第９条の２関係） 様式第12（第９条の２関係）

代理人受任（復代理人受任）届 代理人受任（復代理人受任）届

（平成 年 月 日） （平成 年 月 日）

特許庁長官 殿 特許庁長官 殿

（特許庁審判長 殿）

１ 事件の表示 １ 事件の表示

２ 手続をした者 ２ 手続をした者

事件との関係 事件との関係

住所（居所） 住所（居所）
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氏名（名称） 氏名（名称）

３ 受任した代理人 ３ 受任した代理人

住所（居所） 住所（居所）

氏名（名称） ㊞ 氏名（名称） ㊞

４ 添付書類の目録 ４ 添付書類の目録

(1) 代理権を証明する書面 １通 (1) 代理権を証明する書面 １通

(2) （ 通） (2) （ 通）

13 ６ ６ 明細書を補正するときは、明細書の全文又は「【発明の名称】」、段落番 ６ 明細書を補正するときは、明細書の全文又は「【発明の名称】」、段落番

号「【○○○○】」若しくは「【配列表】」を単位として補正しなければな 号「【○○○○】」若しくは「【配列表】」を単位として補正しなければな

らない（補正により記載を変更した個所に下線を引くこと（「【」及び「】 らない（補正により記載を変更した個所に下線を引くこと（「【」及び「】

」で囲んだ欄名は除く。）。）。この場合において、段落番号「【○○○○ 」で囲んだ欄名は除く。）。）。この場合において、段落番号「【○○○○

】」の数を増加若しくは減少する補正をするとき又は見出しを追加、削除若 】」の数を増加若しくは減少する補正をするとき又は見出しを追加、削除若

しくは変更する補正をするときは、明細書の全文を単位として補正をしなけ しくは変更する補正をするときは、明細書の全文を単位として補正をしなけ

ればならない。特許法第17条の５の規定により訂正した明細書について補正 ればならない。特許法第17条の４の規定により訂正した明細書について補正

をするときは、段落、文献、実施例、化学式、数式、表等に付した番号に変 をするときは、段落、文献、実施例、化学式、数式、表等に付した番号に変

更が生じないようにし、いずれかの段落を削除するときは、「【○○○○】 更が生じないようにし、いずれかの段落を削除するときは、「【○○○○】

（削除）」のように記載し、明細書及び特許請求の範囲の全文を単位として （削除）」のように記載し、明細書及び特許請求の範囲の全文を単位として

補正をしなければならない。 補正をしなければならない。

７ ７ 特許請求の範囲を補正するときは、特許請求の範囲の全文又は「【請求項 ７ 特許請求の範囲を補正するときは、特許請求の範囲の全文又は「【請求項

○】」を単位として補正しなければならない（補正により記載を変更した個 ○】」を単位として補正しなければならない（補正により記載を変更した個

所に下線を引くこと（「【請求項○】」の欄名は除く。）。）。この場合に 所に下線を引くこと（「【請求項○】」の欄名は除く。）。）。この場合に

おいて、請求項の数を増加若しくは減少する補正をするとき又は特許出願に おいて、請求項の数を増加若しくは減少する補正をするとき又は特許出願に

ついて拒絶すべき旨の最初の査定の謄本の送達があった後の補正をするとき ついて拒絶すべき旨の最初の査定の謄本の送達があった後の補正をするとき

は、特許請求の範囲の全文を単位として補正をしなければならない。特許法 は、特許請求の範囲の全文を単位として補正をしなければならない。特許法

第17条の５の規定により訂正した特許請求の範囲について補正をするときは 第17条の４の規定により訂正した特許請求の範囲について補正をするときは

、請求項、化学式、数式、表等に付した番号に変更が生じないようにし、い 、請求項、化学式、数式、表等に付した番号に変更が生じないようにし、い

ずれかの請求項を削除するときは、「【請求項○】（削除）」のように記載 ずれかの請求項を削除するときは、「【請求項○】（削除）」のように記載

し、明細書及び特許請求の範囲の全文を単位として補正をしなければならな し、明細書及び特許請求の範囲の全文を単位として補正をしなければならな

い。 い。

８ ８ 図面を補正するときは、全図又は「【図○】」を単位として補正しなけれ ８ 図面を補正するときは、全図又は「【図○】」を単位として補正しなけれ

ばならない。特許法第17条の５の規定により訂正した図面について補正をす ばならない。特許法第17条の４の規定により訂正した図面について補正をす
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るときは、図面に付した番号に変更が生じないようにし、いずれかの図面を るときは、図面に付した番号に変更が生じないようにし、いずれかの図面を

削除するときは、「【図○】（削除）」のように記載し、全図を単位として 削除するときは、「【図○】（削除）」のように記載し、全図を単位として

補正をしなければならない。 補正をしなければならない。

14 ２ ２ 「補正対象書類名」の欄には、「審判請求書」、「特許異議申立書」、「 ２ 「補正対象書類名」の欄には、「審判請求書」、「訂正請求書」のように

訂正請求書」、「優先権主張書」（２以上の優先権主張書を提出していると 補正する書類名を記載する。

きは、「平成○○年○○月○○日提出の優先権主張書」）のように補正する

書類名を記載する。

３ ３ 「補正対象項目名」の欄には、「請求人」、「被請求人」、「優先権の主 ３ 「補正対象項目名」の欄には、「請求人」、「被請求人」のように補正す

張」のように補正する個所を記載する。 る個所を記載する。

４ ４ 「補正の内容」の欄には、補正事項を明確に記載し、補正の内容が特許出 ４ 「補正の内容」の欄には、補正事項を明確に記載し、補正の内容が審判請

願人、審判請求人、延長登録出願人、代表者、代理人又は特許異議申立人の 求人、延長登録出願人、代表者又は代理人の氏名若しくは名称の補正を含む

氏名若しくは名称の補正を含む場合において、当該氏名若しくは名称の読み 場合において、当該氏名若しくは名称の読み方が難解であるとき又は読み誤

方が難解であるとき又は読み誤りやすいものであるときは、片仮名で振り仮 りやすいものであるときは、片仮名で振り仮名を付ける。

名を付ける。なお、「優先権主張書」の「【優先権の主張】」の欄に記載し

た事項を補正するときは、補正後の当該欄に係る事項の全て（補正を要しな

い優先権の主張に係る事項を含む。）を記載する。

15 ２ ２ 「補正に係る書類名」の欄には、「審判請求書」、「特許異議申立書」、 ２ 「補正に係る書類名」の欄には、「審判請求書」、「訂正請求書」のよう

「訂正請求書」のように書類名を表示する。 に書類名を表示する。

15の １ １ 審判に係属中は、「【特許出願人】」を「【審判請求人】」とする。 １ 審判に係属中は、「【請求人】」を「【審判請求人】」とする。

２

18 19 19 第12条第３項の規定により届出と申請を一の書面でするときは、次の要領 19 第12条第３項の規定により届出と申請を一の書面でするときは、次の要領

で記載する。 で記載する。

イ （略） イ （略）

ロ 「【事件の表示】」の欄には、「別紙のとおり」と記載し、別の用紙に ロ 「【事件の表示】」の欄には、「別紙のとおり」と記載し、別の別紙に

次のように「【別紙】」と記載し、「【特許出願人名義変更届に係る事件 次のように「【別紙】」と記載し、「【特許出願人名義変更届に係る事件

の表示】」及び「【移転登録申請に係る特許番号】」の欄を設けて、当該 の表示】」及び「【移転登録申請に係る特許番号】」の欄を設けて、当該

届出に係る事件の表示及び申請に係る特許番号（事件の表示又は特許番号 届出に係る事件の表示及び申請に係る特許番号（事件の表示又は特許番号

の区切りには読点「、」を付すこと。）を記載する。 の区切りには読点「、」を付すこと。）を記載する。
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【特許出願人名義変更届に係る事件の表示】 【特許出願人名義変更届に係る事件の表示】

特願○○○○－○○○○○○、特願○○○○－○○○○○○、 特願○○○○－○○○○○○、特願○○○○－○○○○○○、

特願○○○○－○○○○○○、特願○○○○－○○○○○○、 特願○○○○－○○○○○○、特願○○○○－○○○○○○、

【移転登録申請に係る特許番号】 【移転登録申請に係る特許番号】

特許第○○○○○○○号、特許第○○○○○○○号、 特許第○○○○○○○号、特許第○○○○○○○号、

特許第○○○○○○○号、特許第○○○○○○○号、 特許第○○○○○○○号、特許第○○○○○○○号、

ハ～ト （略） ハ～ト （略）

26 11 11 「【氏名又は名称】」は、自然人にあつては、氏名を記載し、その横に印 11 「【氏名又は名称】」は、自然人にあつては、氏名を記載し、その横に印

を押す。法人にあつては、名称を記載し、「【氏名又は名称】」の次に「【 を押す。法人にあつては、名称を記載し、「【氏名又は名称】」の次に「【

代表者】」の欄を設けて、その代表者の氏名を記載し、代表者の印を押す。 代表者】」の欄を設けて、その代表者の氏名を記載し、代表者の印を押す。

また、その法人の名称が法人を表す文字を含まないものであるときは、「【 また、その法人の名称が法人を表す文字を含まないものであるときは、「「

氏名又は名称】」の欄（「【代表者】」の欄を設けたときはその欄）の次に 【氏名又は名称】」の欄（「【代表者】」の欄を設けたときはその欄）の次

「【法人の法的性質】」の欄を設けて、「○○法の規定による法人」、外国 に「【法人の法的性質】」の欄を設けて、「○○法の規定による法人」、外

法人にあつては「○○国の法律に基づく法人」のように当該法人の法的性質 国法人にあつては「○○国の法律に基づく法人」のように当該法人の法的性

を記載する。 質を記載する。

28 28 第27条の４第３項の規定により、パリ条約による優先権又はパリ条約の例 28 第27条の４第１項の規定により、パリ条約による優先権又はパリ条約の例

による優先権を主張しようとする旨等を願書に記載してその旨等を記載した による優先権を主張しようとする旨等を願書に記載してその旨等を記載した

書面の提出を省略するときは、「【代理人】」の欄の次に「【パリ条約によ 書面の提出を省略するときは、「【代理人】」の欄の次に「【パリ条約によ

る優先権等の主張】」の欄を設け、その欄に「【国名】」及び「【出願日】 る優先権等の主張】」の欄を設け、その欄に「【国名】」及び「【出願日】

」を設けて、国名及び出願日を記載する。これらの優先権の主張の基礎とさ 」を設けて、国名及び出願日を記載する。これらの優先権の主張の基礎とさ

れた出願の番号を記載するときは、「【出願日】」の次に「【出願番号】」 れた出願の番号を記載するときは、「【出願日】」の次に「【出願番号】」

の欄を設けて、その番号を記載する。第27条の４第５項の規定により、第27 の欄を設けて、その番号を記載する。第27条の４第３項の規定により、第27

条の３の３第３項第１号に規定する事項を願書に記載して当該事項を記載し 条の３の３第３項第１号に規定する事項を願書に記載して当該事項を記載し

た書面の提出を省略するときも同様とする。また、第27条の４第５項の規定 た書面の提出を省略するときも同様とする。また、第27条の４第３項の規定

により、第27条の３の３第３項第２号に規定する事項を願書に記載して当該 により、第27条の３の３第３項第２号に規定する事項を願書に記載して当該

事項を記載した書面の提出を省略するときは、「【出願番号】」の次に「【 事項を記載した書面の提出を省略するときは、「【出願番号】」の次に「【

優先権証明書提供国（機関）】」及び「【提供国（機関）における出願の番 優先権証明書提供国（機関）】」及び「【提供国（機関）における出願の番

号】」を設けて、特許法第43条第２項に規定する書類に記載されている事項 号】」を設けて、特許法第43条第２項に規定する書類に記載されている事項

を電磁的方法により特許庁長官に提供する国の国名又は国際機関の名称及び を電磁的方法により特許庁長官に提供する国の国名又は国際機関の名称及び

その国又は国際機関においてした出願の番号を記載し、第27条の３の３第３ その国又は国際機関においてした出願の番号を記載し、第27条の３の３第３

項第３号に規定する事項を願書に記載して当該事項を記載した書面の提出を 項第３号に規定する事項を願書に記載して当該事項を記載した書面の提出を
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省略するときは、「【出願番号】」の次に「【出願の区分】」及び「【アク 省略するときは、「【出願番号】」の次に「【出願の区分】」及び「【アク

セスコード】」を設けて、それぞれ、優先権の主張の基礎とした出願の区分 セスコード】」を設けて、それぞれ、優先権の主張の基礎とした出願の区分

（「特許」、「実用新案登録」等の別）及び特許法第43条第２項に規定する （「特許」、「実用新案登録」等の別）及び特許法第43条第２項に規定する

書類に記載されている事項を電磁的方法により特許庁長官に提供するための 書類に記載されている事項を電磁的方法により特許庁長官に提供するための

アクセスコードを記載し、その次に「【優先権証明書提供国（機関）】」を アクセスコードを記載し、その次に「【優先権証明書提供国（機関）】」を

設けて特許法第43条第２項に規定する書類に記載されている事項を電磁的方 設けて特許法第43条第２項に規定する書類に記載されている事項を電磁的方

法により特許庁長官に提供する国の国名を記載し、又は「世界知的所有権機 法により特許庁長官に提供する国の国名を記載し、又は「世界知的所有権機

関」と記載する。なお、２以上の優先権を主張しようとするときは、次のよ 関」と記載する。なお、２以上の優先権を主張しようとするときは、次のよ

うに欄を繰り返し設けて記載する。 うに欄を繰り返し設けて記載する。

【パリ条約による優先権等の主張】 【パリ条約による優先権等の主張】

【国名】 【国名】

【出願日】 【出願日】

【出願番号】 【出願番号】

（【出願の区分】） （【出願の区分】）

（【アクセスコード】） （【アクセスコード】）

（【優先権証明書提供国（機関）】） （【優先権証明書提供国（機関）】）

（【提供国（機関）における出願の番号】） （【提供国（機関）における出願の番号】）

【パリ条約による優先権等の主張】 【パリ条約による優先権等の主張】

【国名】 【国名】

【出願日】 【出願日】

【出願番号】 【出願番号】

（【出願の区分】） （【出願の区分】）

（【アクセスコード】） （【アクセスコード】）

（【優先権証明書提供国（機関）】） （【優先権証明書提供国（機関）】）

（【提供国（機関）における出願の番号】） （【提供国（機関）における出願の番号】）

29 29 第27条の４第３項の規定により、特許法第41条第１項の規定による優先権 29 第27条の４第１項の規定により、特許法第41条第１項の規定による優先権

を主張しようとする旨等を願書に記載してその旨等を記載した書面の提出を を主張しようとする旨等を願書に記載してその旨等を記載した書面の提出を

省略するときは、「【代理人】」（備考28に該当する場合にあつては、「【 省略するときは、「【代理人】」（備考28に該当する場合にあつては、「【

パリ条約による優先権等の主張】」）の欄の次に「【先の出願に基づく優先 パリ条約による優先権等の主張】」）の欄の次に「【先の出願に基づく優先

権主張】」の欄を設け、その欄に「【出願番号】」（先の出願が国際特許出 権主張】」の欄を設け、その欄に「【出願番号】」（先の出願が国際特許出

願又は国際実用新案登録出願にあつては、「【出願番号】」を「【国際出願 願又は国際実用新案登録出願にあつては、「【出願番号】」を「【国際出願

番号】」とする。）及び「【出願日】」を設けて、先の出願の番号（先の出 番号】」とする。）及び「【出願日】」を設けて、先の出願の番号（先の出
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願が国際特許出願又は国際実用新案登録出願にあつては、国際出願番号）及 願が国際特許出願又は国際実用新案登録出願にあつては、国際出願番号）及

び年月日を記載する。ただし、先の出願の番号が通知されていないときは、 び年月日を記載する。ただし、先の出願の番号が通知されていないときは、

「【出願日】」には「平成何年何月何日提出の特許願」のように先の出願の 「【出願日】」には「平成何年何月何日提出の特許願」のように先の出願の

年月日を記載し、「【出願日】」の次に「【整理番号】」の欄を設けて、先 年月日を記載し、「【出願日】」の次に「【整理番号】」の欄を設けて、先

の出願の願書に記載した整理番号を記載する。また、２以上の優先権を主張 の出願の願書に記載した整理番号を記載する。また、２以上の優先権を主張

しようとするときは、次のように欄を繰り返し設けて記載する。 しようとするときは、次のように欄を繰り返し設けて記載する。

【先の出願に基づく優先権主張】 【先の出願に基づく優先権主張】

【出願番号】 【出願番号】

【出願日】 【出願日】

【先の出願に基づく優先権主張】 【先の出願に基づく優先権主張】

【出願番号】 【出願番号】

【出願日】 【出願日】

38 38 特許法第41条第１項（同項第１号に規定する正当な理由があるときにする （新設）

ものに限る。）の規定による優先権を主張しようとするときは、「【提出物

件の目録】」の欄の次に、「【その他】」の欄を設けて、「特許法第41条第

１項の規定による優先権の主張（同項第１号に規定する正当な理由があると

きにするものに限る。）を伴う特許出願」と記載する。また、同法第43条の

２第１項（同法第43条の３第３項において準用する場合を含む。）の規定に

よる優先権を主張しようとするときは、「【提出物件の目録】」の欄の次に

、「【その他】」の欄を設けて、「特許法第43条の２第１項（同法第43条の

３第３項において準用する場合を含む。）の規定による優先権の主張を伴う

特許出願」と記載する。

29 14 14 「発明の詳細な説明」は、第24条の２及び特許法第36条第４項に規定する 14 「発明の詳細な説明」は、第24条の２及び特許法第36条第４項に規定する

ところに従い、「【発明の名称】」の欄の次に、次の要領で記載する。 ところに従い、「【発明の名称】」の欄の次に、次の要領で記載する。

イ・ロ （略） イ・ロ （略）

ハ 特許を受けようとする発明に関連する文献公知発明のうち特許を受けよ ハ 特許を受けようとする発明に関連する文献公知発明のうち特許を受けよ

うとする者が特許出願の時に知つているものがあるときは、その文献公知 うとする者が特許出願の時に知つているものがあるときは、その文献公知

発明が記載された刊行物の名称その他その文献公知発明に関する情報の所 発明が記載された刊行物の名称その他その文献公知発明に関する情報の所

在を記載する。 在を記載する。

その記載は、情報の所在ごとに行を改めて記載し、特許、実用新案又は その記載は、情報の所在ごとに行を改めて記載し、特許、実用新案又は

意匠に関する公報の名称を記載しようとするときは「【特許文献１】特開 意匠に関する公報の名称を記載しようとするときは「【特許文献１】特開



- 10 -

○○○○－○○○○○○号公報」のように記載し、学術論文の名称その他 ○○○○－○○○○○○号公報」のように記載し、学術論文の名称その他

情報の所在を記載しようとするときは「【非特許文献１】○○○○著、「 情報の所在を記載しようとするときは「【非特許文献１】○○○○著、「

△△△△」××出版、○○○○年○月○日発行、ｐ．○○～○○」のよう △△△△」××出版、○○○○年〇月〇日発行、ｐ．○○～○○」のよう

に、著者、書名、発行年月日等の必要な事項を記載する。この場合におい に、著者、書名、発行年月日等の必要な事項を記載する。この場合におい

て、各記載事項の前には、なるべく「【特許文献】」及び「【非特許文献 て、各記載事項の前には、なるべく「【特許文献】」及び「【非特許文献

】」の見出しを付し、これらの記載の前にはなるべく「【先行技術文献】 】」の見出しを付し、これらの記載の前にはなるべく「【先行技術文献】

」の見出しを付す。 」の見出しを付す。

なお、「特許文献」又は「非特許文献」が２以上あるときは、なるべく なお、「特許文献」又は「非特許文献」が２以上あるときは、なるべく

次のように「【特許文献１】」、「【特許文献２】」、「【非特許文献１ 次のように「【特許文献１】」、「【特許文献２】」、「【非特許文献１

】」、「【非特許文献２】」のようにそれぞれ記載する順序により連続番 】」、「【非特許文献２】」のようにそれぞれ記載する順序により連続番

号を付して記載する。ただし、第45条の５又は第50条の15第２項において 号を付して記載する。ただし、第50条の15第２項において準用する第24条

準用する第24条の規定により訂正した明細書を作成するときは、既に付さ の規定により訂正した明細書を作成するときは、既に付されている番号に

れている番号に変更が生じないように記載する。 変更が生じないように記載する。

【先行技術文献】 【先行技術文献】

【特許文献】 【特許文献】

【特許文献１】 【特許文献１】

【特許文献２】 【特許文献２】

【非特許文献】 【非特許文献】

【非特許文献１】 【非特許文献１】

【非特許文献２】 【非特許文献２】

ニ （略） ニ （略）

ホ 特許を受けようとする発明の属する技術の分野における通常の知識を有 ホ 特許を受けようとする発明の属する技術の分野における通常の知識を有

する者がその実施をすることができるように、発明をどのように実施する する者がその実施をすることができるように、発明をどのように実施する

かを示す発明の実施の形態を記載し、必要があるときは、これを具体的に かを示す発明の実施の形態を記載し、必要があるときは、これを具体的に

示した実施例を記載する。その発明の実施の形態は、特許出願人が最良と 示した実施例を記載する。その発明の実施の形態は、特許出願人が最良と

思うものを少なくとも一つ掲げて記載し、当該記載事項の前には、「【発 思うものを少なくとも一つ掲げて記載し、当該記載事項の前には、「【発

明を実施するための形態】」の見出しを付す。また、実施例の記載の前に 明を実施するための形態】」の見出しを付す。また、実施例の記載の前に

は、なるべく「【実施例】」の見出しを付し、実施例が２以上あるときは は、なるべく「【実施例】」の見出しを付し、実施例が２以上あるときは

、なるべく「【実施例１】」、「【実施例２】」のように記載する順序に 、なるべく「【実施例１】」、「【実施例２】」のように記載する順序に

より連続番号を付した見出しを付す。ただし、第45条の５又は第50条の15 より連続番号を付した見出しを付す。ただし、第50条の15第２項において

第２項において準用する第24条の規定により訂正した明細書を作成すると 準用する第24条の規定により訂正した明細書を作成するときは、既に付さ

きは、既に付されている番号に変更が生じないように記載する。 れている番号に変更が生じないように記載する。
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ヘ （略） ヘ （略）

16 16 化学式等を明細書中に記載しようとする場合には、化学式を記載しようと 16 化学式等を明細書中に記載しようとする場合には、化学式を記載しようと

するときは化学式の記載の前に「【化１】」、「【化２】」のように、数式 するときは化学式の記載の前に「【化１】」、「【化２】」のように、数式

を記載しようとするときは数式の記載の前に「【数１】」、「【数２】」の を記載しようとするときは数式の記載の前に「【数１】」、「【数２】」の

ように、表を記載しようとするときは表の記載の前に「【表１】」、「【表 ように、表を記載しようとするときは表の記載の前に「【表１】」、「【表

２】」のように記載する順序により連続番号を付して記載する。化学式等は ２】」のように記載する順序により連続番号を付して記載する。化学式等は

、横170㎜、縦255㎜を超えて記載してはならず、１の番号を付した化学式等 、横170㎜、縦255㎜を超えて記載してはならず、１の番号を付した化学式等

を複数ページに記載してはならない。ただし、第45条の５又は第50条の15第 を複数ページに記載してはならない。ただし、第50条の15第２項において準

２項において準用する第24条の規定により訂正した明細書を作成するときは 用する第24条の規定により訂正した明細書を作成するときは、既に付されて

、既に付されている番号に変更が生じないように記載する。 いる番号に変更が生じないように記載する。

19 19 第45条の５又は第50条の15第２項において準用する第24条の規定により訂 19 第50条の15第２項において準用する第24条の規定により訂正した明細書を

正した明細書を作成する場合であつて、明細書の段落の追加又は削除の訂正 作成する場合であつて、明細書の段落の追加又は削除の訂正をするときは、

をするときは、次の要領で記載する。 次の要領で記載する。

イ・ロ （略） イ・ロ （略）

29の 15 15 第45条の５又は第50条の15第２項において準用する第24条の４の規定によ 15 第50条の15第２項において準用する第24条の４の規定により訂正した特許

２ り訂正した特許請求の範囲を作成する場合であつて、特許請求の範囲の請求 請求の範囲を作成する場合であつて、特許請求の範囲の請求項の追加又は削

項の追加又は削除の訂正をするときは、次の要領で記載する。 除の訂正をするときは、次の要領で記載する。

イ・ロ （略） イ・ロ （略）

16 16 化学式等を特許請求の範囲中に記載しようとする場合には、化学式を記載 16 化学式等を特許請求の範囲中に記載しようとする場合には、化学式を記載

しようとするときは化学式の記載の前に「【化１】」、「【化２】」のよう しようとするときは化学式の記載の前に「【化１】」、「【化２】」のよう

に、数式を記載しようとするときは数式の記載の前に「【数１】」、「【数 に、数式を記載しようとするときは数式の記載の前に「【数１】」、「【数

２】」のように、表を記載しようとするときは表の記載の前に「【表１】」 ２】」のように、表を記載しようとするときは表の記載の前に「【表１】」

、「【表２】」のように記載する順序により連続番号を付して記載する。化 、「【表２】」のように記載する順序により連続番号を付して記載する。化

学式等は、横170㎜、縦255㎜を超えて記載してはならず、１の番号を付した 学式等は、横170㎜、縦255㎜を超えて記載してはならず、１の番号を付した

化学式等を複数ページに記載してはならない。ただし、第45条の５又は第50 化学式等を複数ページに記載してはならない。ただし、第50条の15第２項に

条の15第２項において準用する第24条の４の規定により訂正した特許請求の おいて準用する第24条の４の規定により訂正した特許請求の範囲を作成する

範囲を作成するときは、既に付されている番号に変更が生じないように記載 ときは、既に付されている番号に変更が生じないように記載する。

する。

30 13 13 第45条の５又は第50条の15第２項において準用する第25条の規定により訂 13 第50条の15第２項において準用する第25条の規定により訂正した図面を作

正した図面を作成する場合であつて、図の追加又は削除の訂正をするときは 成する場合であつて、図の追加又は削除の訂正をするときは、次の要領で記
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、次の要領で記載する。 載する。

イ・ロ （略） イ・ロ （略）

31の 様式第31の９（第25条の７、第31条の２、第38条の２関係） 様式第31の９（第25条の７、第38条の２関係）

９

３ ３ 第25条の７第６項、第31条の２第８項及び第38条の２第４項の規定により ３ 第25条の７第６項及び第38条の２第４項の規定により、２以上の事件につ

、２以上の事件について回復理由書を提出するときは、「【出願の表示】」 いて回復理由書を提出するときは、「【出願の表示】」の欄には、「別紙の

の欄には、「別紙のとおり」と記載し、別の用紙に次のように「【別紙】」 とおり」と記載し、別の用紙に次のように「【別紙】」と記載して、当該回

と記載して、当該回復理由書の提出に係る出願の表示（出願の表示の区切り 復理由書の提出に係る出願の表示（出願の表示の区切りには読点「、」を付

には読点「、」を付すこと。）を記載する。 すこと。）を記載する。

【別紙】 【別紙】

特願○○○○－○○○○○○、特願○○○○－○○○○○○、 特願○○○○－○○○○○○、特願○○○○－○○○○○○、

特願○○○○－○○○○○○、特願○○○○－○○○○○○、 特願○○○○－○○○○○○、特願○○○○－○○○○○○、

36 １ １ 「【最初の出願の表示】」の欄の「【国名】」、「【出願日】」及び「【 １ 「【最初の出願の表示】」の欄の「【国名】」、「【出願日】」及び「【

出願番号】」には、特許法第43条第１項（同法第43条の２第２項（同法第43 出願番号】」には、特許法第43条第１項、第43条の２第１項若しくは第２項

条の３第３項において準用する場合を含む。）、第43条の２第１項（同法第 の規定又は1970年６月19日にワシントンで作成された特許協力条約に基づく

43条の３第３項において準用する場合を含む。）、第43条の３第１項若しく 規則4.10の規定による優先権の主張の基礎とされた出願をした国の国名（国

は第２項の規定又は1970年６月19日にワシントンで作成された特許協力条約 際特許出願にあつては広域特許を与える任務を有する当局若しくは受理官庁

に基づく規則4.10の規定による優先権の主張の基礎とされた出願をした国の を含む。）、出願の年月日及び出願の番号を記載する。ただし、特許法第43

国名（国際特許出願にあつては広域特許を与える任務を有する当局若しくは 条第１項（特許法第43条の２第３項において準用する場合を含む。）に規定

受理官庁を含む。）、出願の年月日及び出願の番号を記載する。ただし、特 する書面を提出したとき又は第27条の４第２項の規定により当該願書に、国

許法第43条第１項（同法第43条の２第２項（同法第43条の３第３項において の国名、出願の年月日及び出願の番号を記載したときは、欄を設けるには及

準用する場合を含む。）及び同法第43条の３第３項において準用する場合を ばない。２以上の優先権の主張を伴う特許出願の場合であつて、同時に２以

含む。）に規定する書面を提出したとき又は第27条の４第４項の規定により 上の優先権証明書を提出するときは、次のように欄を繰り返し設けて記載す

当該願書に、国の国名、出願の年月日及び出願の番号を記載したときは、欄 る。

を設けるには及ばない。２以上の優先権の主張を伴う特許出願の場合であつ 【最初の出願の表示】

て、同時に２以上の優先権証明書を提出するときは、次のように欄を繰り返 【国名】

し設けて記載する。 【出願日】

【最初の出願の表示】 【出願番号】

【国名】 【最初の出願の表示】
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【出願日】 【国名】

【出願番号】 【出願日】

【最初の出願の表示】 【出願番号】

【国名】

【出願日】

【出願番号】

36の 様式第36の２（第27条の４関係）

２ 【書類名】 優先権主張書

（【提出日】 平成 年 月 日）

【あて先】 特許庁長官 殿

【出願の表示】

【出願番号】

【特許出願人】

【識別番号】

【住所又は居所】

【氏名又は名称】

【代理人】

【識別番号】

【住所又は居所】

【氏名又は名称】

【優先権の主張】

【提出物件の目録】

〔備考〕

１ １ 特許法第43条第１項、第43条の２第１項（同法第43条の３第３項におい

て準用する場合を含む。）又は同法第43条の３第１項若しくは第２項の規

定による優先権を主張しようとするときは、「【優先権の主張】」の欄に

は、「【パリ条約による優先権等の主張】」の欄を設け、その欄に「【国

名】」及び「【出願日】」の欄を設けて、国名及び出願日を記載する。こ

れらの優先権の主張の基礎とされた出願の番号を記載するときは、「【出

願日】」の次に「【出願番号】」の欄を設けて、その番号を記載する。第

27条の４第５項の規定により、第27条の３の３第３項第１号に規定する事
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項を記載して当該事項を記載した書面の提出を省略するときも同様とする

。また、第27条の４第５項の規定により、第27条の３の３第３項第２号に

規定する事項を記載して当該事項を記載した書面の提出を省略するときは

、「【出願番号】」の次に「【優先権証明書提供国（機関）】」及び「【

提供国（機関）における出願の番号】」の欄を設けて、特許法第43条第２

項に規定する書類に記載されている事項を電磁的方法により特許庁長官に

提供する国の国名又は国際機関の名称及びその国又は国際機関においてし

た出願の番号を記載し、第27条の３の３第３項第３号に規定する事項を記

載して当該事項を記載した書面の提出を省略するときは、「【出願番号】

」の次に「【出願の区分】」及び「【アクセスコード】」の欄を設けて、

それぞれ、優先権の主張の基礎とした出願の区分（「特許」、「実用新案

登録」等の別）及び特許法第43条第２項に規定する書類に記載されている

事項を電磁的方法により特許庁長官に提供するためのアクセスコードを記

載し、その次に「【優先権証明書提供国（機関）】」の欄を設けて特許法

第43条第２項に規定する書類に記載されている事項を電磁的方法により特

許庁長官に提供する国の国名を記載し、又は「世界知的所有権機関」と記

載する。なお、追加する優先権の主張が２以上となるときは、次のように

欄を繰り返し設けて記載する。

【パリ条約による優先権等の主張】

【国名】

【出願日】

【出願番号】

（【出願の区分】）

（【アクセスコード】）

（【優先権証明書提供国（機関）】）

（【提供国（機関）における出願の番号】）

【パリ条約による優先権等の主張】

【国名】

【出願日】

【出願番号】

（【出願の区分】）

（【アクセスコード】）
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（【優先権証明書提供国（機関）】）

（【提供国（機関）における出願の番号】）

また、当該優先権の主張が同法第43条の２第１項（同法第43条の３第３

項において準用する場合を含む。）の規定によるものであるときは、「【

提出物件の目録】」の欄の次に、「【その他】」の欄を設けて、「特許法

第43条の２第１項（同法第43条の３第３項において準用する場合を含む。

）の規定による優先権の主張」と記載する。

２ ２ 特許法第41条第１項の規定による優先権を主張しようとするときは、「

【優先権の主張】」（備考１に該当する場合にあつては、「【パリ条約に

よる優先権等の主張】」）の欄の次に、「【先の出願に基づく優先権主張

】」の欄を設け、その欄に「【出願番号】」（先の出願が国際特許出願又

は国際実用新案登録出願にあつては、「【出願番号】」を「【国際出願番

号】」とする。）及び「【出願日】」の欄を設けて、先の出願の番号（先

の出願が国際特許出願又は国際実用新案登録出願にあつては、国際出願番

号）及び年月日を記載する。ただし、先の出願の番号が通知されていない

ときは、「【出願日】」の欄には「平成何年何月何日提出の特許願」のよ

うに先の出願の年月日を記載し、「【出願日】」の欄の次に「【整理番号

】」の欄を設けて、先の出願の願書に記載した整理番号を記載する。なお

、追加する優先権の主張が２以上となるときは、次のように欄を繰り返し

設けて記載する。

【先の出願に基づく優先権主張】

【出願番号】

【出願日】

【先の出願に基づく優先権主張】

【出願番号】

【出願日】

また、当該優先権の主張が同項第１号に規定する正当な理由があるとき

にするものであるときは、「【提出物件の目録】」の欄の次に、「【その

他】」の欄を設けて、「特許法第41条第１項の規定による優先権の主張（

同項第１号に規定する正当な理由がある場合にするものに限る。）」と記

載する。

３ ３ その他は、様式第２の備考１から４まで、10から14まで、16から19まで
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及び23から26まで、様式第４の備考２及び４、様式第15の２の備考２、様

式第16の備考２並びに様式第26の備考９と同様とする。

36の 様式第36の３（第27条の４の２、第38条の14関係）

３ 【書類名】 回復理由書

（【提出日】 平成 年 月 日）

【あて先】 特許庁長官 殿

【出願の表示】

【出願番号】

【特許出願人】

【識別番号】

【住所又は居所】

【氏名又は名称】

【代理人】

【識別番号】

【住所又は居所】

【氏名又は名称】

【回復の理由】

【提出物件の目録】

〔備考〕

１ １ 「【回復の理由】」の欄には、特許法第41条第１項に規定する先の出願

の日から１年以内又はパリ条約第４条Ａ(1)に規定する優先期間内に特許

出願をすることができなかつた理由について具体的に記載する。

２ ２ 「【提出物件の目録】」の欄に「【物件名】」の欄を設けて、「【回復

の理由】」の欄に記載した理由を証明する書類名を記載する。

３ ３ 第27条の４の２第６項（同条第７項において準用する場合を含む。）及

び第38条の14第５項（同条第６項において準用する場合を含む。）の規定

により、２以上の事件について回復理由書を提出するときは、「【出願の

表示】」の欄には、「別紙のとおり」と記載し、別の用紙に次のように「

【別紙】」と記載して、当該回復理由書の提出に係る出願の表示（出願の

表示の区切りには読点「、」を付すこと。）を記載する。

【別紙】
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特願○○○○－○○○○○○、特願○○○○－○○○○○○、

特願○○○○－○○○○○○、特願○○○○－○○○○○○、

４ ４ その他は、様式第２の備考１から４まで、10から14まで、16から19まで

及び23から26まで、様式第４の備考２及び４、様式第15の２の備考２並び

に様式第26の備考９と同様とする。

44 ８ ８ 特許法第48条の３第５項（同条第７項において準用する場合を含む。）の （新設）

規定により出願審査の請求をするときは、「【代理人】」（「【調査報告番

号】」の欄を設けた場合にあつては「【調査報告番号】」、「【手数料の表

示】」の欄を設けた場合にあつては「【手数料の表示】」、備考５に該当す

る場合にあつては「【持分の割合】」又は「【その他】」、備考６に該当す

る場合にあつては「【手数料に関する特記事項】」）の欄の次に「【その他

】」の欄を設けて、「特許法第48条の３第５項（同条第７項において準用す

る場合を含む。）の規定による出願審査の請求」と記載する。

９ ９ （略） ８ （略）

52の 様式第52の２（第38条の２の２、第38条の２の３及び第38条の14の２関係） 様式第52の２（第38条の２の２及び第38条の２の３関係）

２

61の 様式第61の２（第45条の２関係）

２ 特 許 異 議 申 立 書

特 許 （平成 年 月 日）

印 紙

( 円）

特許庁長官 殿

１ 特許異議の申立てに係る特許の表示

特許番号

請求項の表示

２ 特許異議申立人

住所（居所）

（電話又はファクシミリの番号）
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氏名（名称） ㊞

（国籍）

３ 代理人

住所（居所）

（電話又はファクシミリの番号）

氏名（名称） ㊞

４ 申立ての理由

５ 意見書提出の希望の有無

６ 証拠方法

７ 添付書類又は添付物件の目録

〔備考〕

１ １ 「特許異議の申立てに係る特許の表示」の欄の「請求項の表示」の欄に

は、「請求項１」、「請求項２」のように請求項に付した番号を記載する

。ただし、すべての請求項について特許異議の申立てをするときは、「全

請求項」と記載する。

２ ２ 特許異議の申立て前に証拠保全のための証拠調べが行われたときは、「

特許異議の申立てに係る特許の表示」の欄に「証拠○○○○－○○○○○

○関連特許異議事件」のように証拠保全申立事件の表示を記載する。

３ ３ 「氏名（名称）」の欄には、法人又は法人ではない社団等にあつては、

名称を記載し、その次に「代表者」の欄を設けて、その代表者の氏名を記

載し、代表者の印を押す。また、その法人の名称が法人等を表す文字を含

まないものであるときは、「代表者」の欄の次に「法人の法的性質」の欄

を設けて、「○○法の規定による法人」、外国法人にあつては「○○国の

法律に基づく法人」又は法人でない社団等にあつては「代表者（管理人）

の定めのある社団（財団）」のように当該法人等の法的性質を記載する。

４ ４ 「代理人」の欄に記載すべき者が２人以上あるときは、「代理人」の欄

を繰り返し設けて記載する。この場合において、なるべく、担当弁理士の

「代理人」の欄の中に「電話又はファクシミリの番号」及び「連絡先」の

欄を設け、「電話又はファクシミリの番号」の欄には電話又はファクシミ

リの番号を、「連絡先」の欄には「担当」と記載する。また、代理人が特

許業務法人の場合にあつては、なるべく、「代理人」の欄の中に「電話又

はファクシミリの番号」及び「連絡先」の欄を設け、「電話又はファクシ
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ミリの番号」の欄には電話又はファクシミリの番号を、「連絡先」の欄に

は「担当は○○○○」のように当該法人に所属する担当弁理士の名前を記

載し、指定社員制度を利用した事件の場合にあつては、なるべく、「代理

人」の欄の中に「電話又はファクシミリの番号」及び「連絡先」の欄を設

け、「電話又はファクシミリの番号」の欄には電話又はファクシミリの番

号を、「連絡先」の欄には「担当は指定社員○○○○」のように指定社員

の名前を記載する。

５ ５ 「意見書提出の希望の有無」の欄には、特許法第120条の５第５項の規

定による意見書の提出を希望しない旨の申出をするか否かが明確に分かる

ように、「希望する」又は「希望しない」と記載する。

６ ６ 「証拠方法」の欄には、次に掲げる事項を記載するとともに、立証事項

と証拠との関係を具体的に明示して記載する。

イ 証拠方法が証人であるときは、立証事項、証人の氏名、住所又は居所

及び職業、尋問事項並びに尋問に要する見込みの時間

ロ 証拠方法が鑑定人であるときは、立証事項、鑑定人の氏名、住所又は

居所及び職業並びに鑑定事項

ハ 証拠方法が当事者であるときは、立証事項、その当事者の氏名、住所

又は居所及び職業、尋問事項並びに尋問に要する見込みの時間

ニ 証拠方法が文書であるときは、立証事項及びその文書に付すべき符号

ホ 証拠方法が検証物であるときは、立証事項、その検証物に付すべき符

号及び検証物の表示

７ ７ 第９条の３第１項の規定により包括委任状を援用するときは、「添付書

類又は添付物件の目録」の欄の次に「包括委任状番号」の欄を設けて、包

括委任状の番号を記載する。また、２以上の包括委任状を援用するときは

、「添付書類又は添付物件の目録」の欄の次に「包括委任状番号」の欄を

繰り返し設けて記載する。

８ ８ その他は、様式第３の備考１から４まで、７、９から11まで及び14から

16まで、様式第５の備考３、様式第56の備考８並びに様式第57の備考２と

同様とする。

61の 様式第61の３（第45条の３関係）

３ 意 見 書
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（平成 年 月 日）

特許庁審判長 殿

１ 異議番号

２ 特許権者（参加人）

住所（居所）

（電話又はファクシミリの番号）

氏名（名称） ㊞

（国籍）

３ 代理人

住所（居所）

（電話又はファクシミリの番号）

氏名（名称） ㊞

４ 取消理由通知の日付

５ 意見の内容

６ 証拠方法

７ 添付書類又は添付物件の目録

〔備考〕

１ １ 「異議番号」の欄には、「異議○○○○－○○○○○○」のように特許

異議の番号を記載する。

２ ２ 特許法第120条の５第６項の意見書を提出するときは、「取消理由通知

の日付」の欄を「訂正拒絶理由通知の日付」とする。

３ ３ その他は、様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16ま

で、様式第５の備考３、様式第57の備考２並びに様式第61の２の備考４、

６及び７と同様とする。

61の 様式第61の４（第45条の３関係）

４

特 許 訂 正 請 求 書

印 紙 （平成 年 月 日）

( 円）

特許庁審判長 殿
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１ 異議番号

２ 特許番号

３ 請求項の数

４ 請求人

住所（居所）

（電話又はファクシミリの番号）

氏名（名称） ㊞

（国籍）

５ 代理人

住所（居所）

（電話又はファクシミリの番号）

氏名（名称） ㊞

６ 請求の趣旨

７ 請求の理由

８ 添付書類の目録

〔備考〕

１ １ 「請求の趣旨」の欄は、請求項ごと又は一群の請求項ごとに請求をする

場合にあつては、第46条の２第１項及び特許法第120条の５第９項（同法

第174条第１項において準用する場合を含む。）において準用する同法第1

31条第３項に規定するところに従い、請求項ごと又は一群の請求項ごとの

請求である旨を記載する。

２ ２ 「請求の理由」の欄は、「１．設定登録の経緯」、「２．訂正の理由」

、「３．訂正事項」、「４．訂正の原因」のように項目を設けて記載し、

「３．訂正事項」及び「４．訂正の原因」の欄は、請求項ごと又は一群の

請求項ごとに請求をする場合にあつては、第46条の２第１項及び特許法第

120条の５第９項（同法第174条第１項において準用する場合を含む。）に

おいて準用する同法第131条第３項に規定するところに従い、請求項ごと

に又は一群の請求項ごとに、明細書又は図面の訂正との関係を記載する。

３ ３ 第27条第３項の規定により国と国以外の者の共有に係る特許権であつて

、国以外の者の持分の割合に乗じて得た額を納付するときは、「７ 請求

の理由」の欄の次に「８ 国以外のすべての者の持分の割合」の欄を設け

て、「○／○」のように記載する。
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４ ４ その他は、様式第３の備考１から４まで、７から11まで及び14から16ま

で、様式第５の備考３、様式第10の備考６、様式第56の備考８、様式第57

の備考２、様式第61の２の備考４並びに様式第61の３の備考１と同様とす

る。

61の 様式第61の５（第45条の３関係）

５ 意 見 書

（平成 年 月 日）

特許庁審判長 殿

１ 異議番号

２ 特許異議申立人

住所（居所）

（電話又はファクシミリの番号）

氏名（名称） ㊞

３ 代理人

住所（居所）

（電話又はファクシミリの番号）

氏名（名称） ㊞

４ 意見の内容

５ 証拠方法

６ 添付書類又は添付物件の目録

〔備考〕

様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで、様式第５

の備考３、様式第57の備考２、様式第61の２の備考４及び６並びに様式第61

の３の備考１と同様とする。

61の 様式第61の６（第46条関係） 様式第61の２（第46条関係）

６

62 様式第62（第46条及び第46条の２関係） 様式第62（第46条及び第46条の３関係）

２ ２ 訂正審判又は訂正審判若しくは特許異議の申立てに対する再審を請求する ２ 訂正審判を請求するときは、「被請求人」の欄には、記入するには及ばな
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ときは、「被請求人」の欄には、記入するには及ばない。 い。

（削る） ５ 「氏名（名称）」は、法人又は法人ではない社団等にあつては、名称を記

載し、その次に「代表者」の欄を設けて、その代表者の氏名を記載し、代表

者の印を押す。また、その法人の名称が法人等を表す文字を含まないもので

あるときは、「代表者」の欄の次に「法人の法的性質」の欄を設けて、「○

○法の規定による法人」、外国法人にあつては「○○国の法律に基づく法人

」又は法人でない社団等にあつては「代表者（管理人）の定めのある社団（

財団）」のように当該法人等の法的性質を記載する。

５ ５ 訂正審判を請求項ごと又は一群の請求項ごとに請求するときは、「請求の ６ 訂正審判を請求項ごと又は一群の請求項ごとに請求するときは、「請求の

趣旨」の欄は、第46条の２第１項及び特許法第131条第３項に規定するとこ 趣旨」の欄は、第46条の３第１項及び特許法第131条第３項に規定するとこ

ろに従い、請求項ごと又は一群の請求項ごとの請求である旨を記載する。 ろに従い、請求項ごと又は一群の請求項ごとの請求である旨を記載する。

６ ６ 「請求の理由」の欄は、次の要領で記載する。 ７ 「請求の理由」の欄は、次の要領で記載する。

イ・ロ （略） イ・ロ （略）

ハ 訂正審判を請求するときは、「１．設定登録の経緯」、「２．訂正の理 ハ 訂正審判を請求するときは、「１．設定登録の経緯」、「２．訂正の理

由」、「３．訂正事項」、「４．訂正の原因」のように項目を設けて記載 由」、「３．訂正事項」、「４．訂正の原因」のように項目を設けて記載

し、「３．訂正事項」及び「４．訂正の原因」の欄は、請求項ごと又は一 し、「３．訂正事項」及び「４．訂正の原因」の欄は、請求項ごと又は一

群の請求項ごとに請求をする場合にあつては、第46条の２第２項及び特許 群の請求項ごとに請求をする場合にあつては、第46条の３第２項及び特許

法第131条第３項に規定するところに従い、請求項ごとに又は一群の請求 法第131条第３項に規定するところに従い、請求項ごとに又は一群の請求

項ごとに、明細書又は図面の訂正との関係を記載する。 項ごとに、明細書又は図面の訂正との関係を記載する。

（削る） ８ 「証拠方法」の欄には、次に掲げる事項を記載するとともに、立証事項と

証拠との関係を具体的に明示して記載する。

イ 証拠方法が証人であるときは、立証事項、証人の氏名、住所又は居所及

び職業、尋問事項並びに尋問に要する見込みの時間

ロ 証拠方法が鑑定人であるときは、立証事項、鑑定人の氏名、住所又は居

所及び職業並びに鑑定事項

ハ 証拠方法が当事者であるときは、立証事項、その当事者の氏名、住所又

は居所及び職業、尋問事項並びに尋問に要する見込みの時間

ニ 証拠方法が文書であるときは、立証事項及びその文書に付すべき符号

ホ 証拠方法が検証物であるときは、立証事項、その検証物に付すべき符号

及び検証物の表示

（削る） ９ 第９条の３第１項の規定により包括委任状を援用するときは、「添付書類

又は添付物件の目録」の欄の次に「包括委任状番号」の欄を設けて、包括委
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任状の番号を記載する。また、２以上の包括委任状を援用するときは、「添

付書類の目録」の欄に「包括委任状番号」の欄を繰り返し設けて記載する。

７・ ７・８ （略） 10・11 （略）

８

９ ９ その他は、様式第３の備考１から４まで、７、９から11まで及び14から16 12 その他は、様式第３の備考１から４まで、７、９から11まで及び14から16

まで、様式第５の備考３、様式第56の備考８、様式第57の備考２並びに様式 まで、様式第５の備考３、様式第10の備考６、様式第56の備考８並びに様式

第61の２の備考３、４、６及び７と同様とする。 第57の備考２と同様とする。

63 １ １ 「審判番号」の欄には、「無効○○○○－○○○○○」のように審判の番 （新設）

号を記載する。

２ ２ （略） １ （略）

３ ３ （略） ２ （略）

４ ４ その他は、様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで ３ その他は、様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで

、様式第５の備考３、様式第57の備考２並びに様式第61の２の備考４及び６ 、様式第５の備考３、様式第57の備考２並びに様式第62の備考８と同様とす

と同様とする。この場合において、様式第57の備考２中「請求人又は代理人 る。この場合において、様式第57の備考２中「請求人又は代理人」とあるの

」とあるのは「被請求人又は被請求人の代理人」と読み替えるものとする。 は「被請求人又は被請求人の代理人」と読み替えるものとする。

63の 様式第63の２（第46条の２及び第47条関係） 様式第63の２（第46条の３及び第47条関係）

２

２ ２ 「請求の趣旨」の欄は、請求項ごと又は一群の請求項ごとに請求をする場 ２ 「請求の趣旨」の欄は、請求項ごと又は一群の請求項ごとに請求をする場

合にあつては、第46条の２第１項及び特許法第134条の２第９項において準 合にあつては、第46条の３第１項及び特許法第134条の２第９項において準

用する同法第131条第３項に規定するところに従い、請求項ごと又は一群の 用する同法第131条第３項に規定するところに従い、請求項ごと又は一群の

請求項ごとの請求である旨を記載する。 請求項ごとの請求である旨を記載する。

３ ３ 「請求の理由」の欄は、「１．設定登録の経緯」、「２．訂正の理由」、 ３ 「請求の理由」の欄は、「１．設定登録の経緯」、「２．訂正の理由」、

「３．訂正事項」、「４．訂正の原因」のように項目を設けて記載し、「３ 「３．訂正事項」、「４．訂正の原因」のように項目を設けて記載し、「３

．訂正事項」及び「４．訂正の原因」の欄は、請求項ごと又は一群の請求項 ．訂正事項」及び「４．訂正の原因」の欄は、請求項ごと又は一群の請求項

ごとに請求をする場合にあつては、第46条の２第２項及び特許法第134条の ごとに請求をする場合にあつては、第46条の３第２項及び特許法第134条の

２第９項において準用する同法第131条第３項に規定するところに従い、請 ２第９項において準用する同法第131条第３項に規定するところに従い、請

求項ごとに又は一群の請求項ごとに、明細書又は図面の訂正との関係を記載 求項ごとに又は一群の請求項ごとに、明細書又は図面の訂正との関係を記載

する。 する。

５ ５ その他は、様式第３の備考１から４まで、７から11まで及び14から16まで ５ その他は、様式第３の備考１から４まで、７から11まで及び14から16まで
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、様式第５の備考３、様式第10の備考６、様式第56の備考８、様式第57の備 、様式第５の備考３、様式第10の備考６、様式第56の備考８並びに様式第57

考２並びに様式第61の２の備考４と同様とする。 の備考２と同様とする。

63の ４ ４ その他は、様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで ４ その他は、様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで

３ 、様式第５の備考３、様式第57の備考２並びに様式第61の２の備考４及び６ 、様式第５の備考３、様式第57の備考２並びに様式第62の備考８と同様とす

と同様とする。 る。

63の ３ ３ その他は、様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで ３ その他は、様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで

４ 、様式第５の備考３、様式第57の備考２、様式第61の２の備考４及び６並び 、様式第５の備考３、様式第57の備考２、様式第62の備考８並びに様式第63

に様式第63の３の備考１と同様とする。 の３の備考１と同様とする。

63の ２ ２ その他は、様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで ２ その他は、様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで

５ 、様式第５の備考３、様式第57の備考２、様式第61の２の備考４並びに様式 、様式第５の備考３、様式第57の備考２並びに様式第63の３の備考１と同様

第63の３の備考１と同様とする。この場合において、様式第57の備考２中「 とする。この場合において、様式第57の備考２中「請求人」とあるのは「被

請求人」とあるのは「被請求人」と読み替えるものとする。 請求人」と読み替えるものとする。

63の ３ ３ その他は、様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで ３ その他は、様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで

６ 、様式第５の備考３、様式第57の備考２、様式第61の２の備考４並びに様式 、様式第５の備考３、様式第57の備考２並びに様式第63の２の備考１と同様

第63の２の備考１と同様とする。この場合において、様式第57の備考２中「 とする。この場合において、様式第57の備考２中「請求人」とあるのは「被

請求人」とあるのは「被請求人」と読み替えるものとする。 請求人」と読み替えるものとする。

64 ５ ５ その他は、様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで ５ その他は、様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで

、様式第57の備考２並びに様式第61の２の備考４及び７と同様とする。 、様式第57の備考２並びに様式第62の備考９と同様とする。

64の ３ ３ その他は、様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで ３ その他は、様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで

２ 、様式第５の備考３、様式第57の備考２並びに様式第61の２の備考４と同様 、様式第５の備考３並びに様式第57の備考２と同様とする。

とする。

64の ２ ２ その他は、様式第２の備考１、２、４、10から14まで、16から19まで及び ２ その他は、様式第２の備考１、２、４、10から14まで、16から19まで及び

３ 23から26まで、様式第４の備考４並びに様式第61の６の備考１、４、６及び 23から26まで、様式第４の備考４並びに様式第61の２の備考１、４、６及び

７と同様とする。 ７と同様とする。
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65 １ １ 「参加の態様」の欄には、「特許法第119条第１項の規定により参加」又 １ 「参加の態様」の欄には、「特許法第148条第何項の規定により請求人（

は「特許法第148条第何項の規定により請求人（被請求人）側に参加」のよ 被請求人）側に参加」のように記載する。

うに記載する。

２ ２ 「利害関係」の欄には、特許法第119条第１項又は特許法第148条第３項の ２ 「利害関係」の欄には、特許法第148条第３項の規定により参加を申請す

規定により参加を申請する場合に限り、当該特許異議申立事件又は審判事件 る場合に限り、当該審判事件に対し参加申請人が有する利害関係を詳細に記

に対し参加申請人が有する利害関係を詳細に記載する。 載する。

３ ３ その他は、様式第３の備考１から４まで、７から11まで及び14から16まで ３ その他は、様式第３の備考１から４まで、７から11まで及び14から16まで

、様式第５の備考３、様式第10の備考６、様式第56の備考８、様式第57の備 、様式第５の備考３、様式第10の備考６、様式第56の備考８、様式第57の備

考２、様式第61の２の備考３及び４並びに様式第63の３の備考１と同様とす 考２並びに様式第62の備考５と同様とする。

る。

65の ２ ２ その他は、様式第２の備考１、２、４、10から14まで、16から19まで及び ２ その他は、様式第２の備考１、２、４、10から14まで、16から19まで及び

２ 23から26まで、様式第４の備考４、様式第61の６の備考１、４、６及び７並 23から26まで、様式第４の備考４、様式第61の２の備考１、４、６及び７並

びに様式第64の３の備考１と同様とする。 びに様式第64の３の備考１と同様とする。

65の 備考 様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで、様式第５ 様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで、様式第５

３ の備考３、様式第57の備考２、様式第61の２の備考４並びに様式第64の２の の備考３、様式第57の備考２並びに様式第64の２の備考１と同様とする。こ

備考１と同様とする。この場合において、様式第５の備考３中「添付書類の の場合において、様式第５の備考３中「添付書類の目録」とあるのは「添付

目録」とあるのは「添付書類又は添付物件の目録」と読み替えるものとする 書類又は添付物件の目録」と読み替えるものとする。

。

65の 様式第65の４（第50条の２関係） 様式第65の４（第50条の２関係）

４ 【書類名】 請求取下書 【書類名】 請求取下書

（【提出日】 平成 年 月 日） （【提出日】 平成 年 月 日）

【あて先】 特許庁長官 殿 【あて先】 特許庁長官 殿

（特許庁審判長 殿）

【審判事件の表示】 【審判事件の表示】

【審判番号】 【審判番号】

【出願番号】 【出願番号】

【審判請求人】 【審判請求人】

【識別番号】 【識別番号】

【住所又は居所】 【住所又は居所】
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【氏名又は名称】 【氏名又は名称】

（【電話番号】） （【電話番号】）

（【ファクシミリ番号】） （【ファクシミリ番号】）

【代理人】 【代理人】

【識別番号】 【識別番号】

【住所又は居所】 【住所又は居所】

【氏名又は名称】 【氏名又は名称】

（【電話番号】） （【電話番号】）

（【ファクシミリ番号】） （【ファクシミリ番号】）

【提出物件の目録】 【提出物件の目録】

〔備考〕 〔備考〕

様式第２の備考１、２、４、10から14まで、16から19まで及び23から26ま 様式第２の備考１、２、４、10から14まで、16から19まで及び23から26ま

で、様式第４の備考４、様式第61の６の備考１、４、６及び７並びに様式第 で、様式第４の備考４、様式第61の２の備考１、４、６及び７並びに様式第

64の３の備考１と同様とする。 64の３の備考１と同様とする。

65の 様式第65の５（第50条の２関係） 様式第65の５（第50条の２関係）

５ 請 求 取 下 書 請 求 取 下 書

（平成 年 月 日） （平成 年 月 日）

特許庁長官 殿

（特許庁審判長 殿） 特許庁審判長 殿

１ 審判の番号 １ 審判の番号

２ 審判請求人 ２ 審判請求人

住所（居所） 住所（居所）

（電話又はファクシミリの番号） （電話又はファクシミリの番号）

氏名（名称） ㊞ 氏名（名称） ㊞

３ 代理人 ３ 代理人

住所（居所） 住所（居所）

（電話又はファクシミリの番号） （電話又はファクシミリの番号）

氏名（名称） ㊞ 氏名（名称） ㊞

４ 添付書類の目録 ４ 添付書類の目録

〔備考〕 〔備考〕

様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで、様式第５ 様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで、様式第５
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の備考３、様式第57の備考２、様式第61の２の備考４並びに様式第64の２の の備考３、様式第57の備考２並びに様式第64の２の備考１と同様とする。

備考１と同様とする。

65の 備考 様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで、様式第５ 様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで、様式第５

５の の備考３、様式第10の備考６、様式第56の備考８、様式第57の備考２、様式 の備考３、様式第10の備考６、様式第25の備考１、様式第57の備考２並びに

２ 第61の２の備考４並びに様式第63の２の備考１と同様とする。 様式第63の２備考１と同様とする。

65の ２ ２ その他は、様式第２の備考１、２、４、10から14まで、16から19まで及び ２ その他は、様式第２の備考１、２、４、10から14まで、16から19まで及び

６ 23から26まで、様式第４の備考４並びに様式第61の６の備考１、４、６及び 23から26まで、様式第４の備考４並びに様式第61の２の備考１、４、６及び

７と同様とする。 ７と同様とする。

65の 備考 様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで、様式第５ 様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで、様式第５

７ の備考３、様式第57の備考２、様式第61の２の備考４並びに様式第63の３の の備考３、様式第57の備考２並びに様式第63の３の備考１と同様とする。

備考１と同様とする。

65の 様式第65の８（第50条の14関係） 様式第65の８（第50条の14関係）

８ 営業秘密に関する申出書 営業秘密に関する申出書

（平成 年 月 日） （平成 年 月 日）

特許庁長官 殿 特許庁審査官 殿

（特許庁審判長 殿）

１ 審判の番号 １ 審判の番号

２ 申出人 ２ 申出人

住所（居所） 住所（居所）

氏名（名称） ㊞ 氏名（名称） ㊞

３ 代理人 ３ 代理人

住所（居所） 住所（居所）

氏名（名称） ㊞ 氏名（名称） ㊞

４ 申出の内容 ４ 申出の内容

２ ２ その他は、様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで ２ その他は、様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで

、様式第61の２の備考４並びに様式第64の２の備考１と同様とする。 並びに様式第64の２の備考１と同様とする。
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65の 備考 様式第２の備考１、２、４、10から14まで、16から19まで及び23から26ま 様式第２の備考１、２、４、10から14まで、16から19まで及び23から26ま

９ で、様式第４の備考４、様式第61の６の備考１、４、６及び７、並びに様式 で、様式第４の備考４、様式第61の２の備考１、４、６及び７、並びに様式

第65の６の備考１と同様とする。 第65の６の備考１と同様とする。

65の 備考 様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで、様式第５ 様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで、様式第５

10 の備考３、様式第57の備考２、様式第61の２の備考４並びに様式第63の３の の備考３、様式第57の備考２並びに様式第63の３の備考１と同様とする。

備考１と同様とする。

65の 備考 様式第２の備考１、２、４、10から14まで、16から19まで及び23から26ま 様式第２の備考１、２、４、10から14まで、16から19まで及び23から26ま

11 で、様式第４の備考４、様式第61の６の備考１、４、６及び７並びに様式第 で、様式第４の備考４、様式第61の２の備考１、４、６及び７並びに様式第

64の３の備考１と同様とする。 64の３の備考１と同様とする。

65の 備考 様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで、様式第５ 様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで、様式第５

12 の備考３、様式第57の備考２、様式第61の２の備考４並びに様式第64の２の の備考３、様式第57の備考２並びに様式第64の２の備考１と同様とする。こ

備考１と同様とする。この場合において、様式第５の備考３中「添付書類の の場合において、様式第５の備考３中「添付書類の目録」とあるのは「添付

目録」とあるのは「添付書類又は添付物件の目録」と読み替えるものとする 書類又は添付物件の目録」と読み替えるものとする。

。

65の ２ ２ その他は、様式第２の備考１、２、４、10から14まで、16から19まで及び ２ その他は、様式第２の備考１、２、４、10から14まで、16から19まで及び

13 23から26まで、様式第４の備考４、様式第61の６の備考１、４、６及び７並 23から26まで、様式第４の備考４、様式第61の２の備考１、４、６及び７並

びに様式第64の３の備考１と同様とする。 びに様式第64の３の備考１と同様とする。

65の 備考 様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで、様式第５ 様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで、様式第５

14 の備考３、様式第57の備考２、様式第61の２の備考４並びに様式第64の２の の備考３、様式第57の備考２並びに様式第64の２の備考１と同様とする。

備考１と同様とする。

65の 備考 様式第２の備考１、２、４、10から14まで、16から19まで及び23から26ま 様式第２の備考１、２、４、10から14まで、16から19まで及び23から26ま

15 で、様式第４の備考４、様式第61の６の備考１、４、６及び７並びに様式第 で、様式第４の備考４、様式第61の２の備考１、４、６及び７並びに様式第

64の３の備考１と同様とする。 64の３の備考１と同様とする。

65の 備考 様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで、様式第５ 様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで、様式第５

16 の備考３、様式第57の備考２、様式第61の２の備考４並びに様式第64の２の の備考３、様式第57の備考２並びに様式第64の２の備考１と同様とする。
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備考１と同様とする。

65の 備考 様式第２の備考１、２、４、10から14まで、16から19まで及び23から26ま 様式第２の備考１、２、４、10から14まで、16から19まで及び23から26ま

17 で、様式第４の備考４、様式第61の６の備考１、４、６及び７並びに様式第 で、様式第４の備考４、様式第61の２の備考１、４、６及び７並びに様式第

65の６の備考１と同様とする。 65の６の備考１と同様とする。

65の 備考 様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで、様式第５ 様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで、様式第５

18 の備考３、様式第57の備考２、様式第61の２の備考４並びに様式第63の３の の備考３、様式第57の備考２並びに様式第63の３の備考１と同様とする。

備考１と同様とする。

65の 備考 様式第２の備考１、２、４、10から14まで、16から19まで及び23から26ま 様式第２の備考１、２、４、10から14まで、16から19まで及び23から26ま

19 で、様式第４の備考４、様式第61の６の備考１、４、６及び７並びに様式第 で、様式第４の備考４、様式第61の２の備考１、４、６及び７並びに様式第

64の３の備考１と同様とする。 64の３の備考１と同様とする。

65の 備考 様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで、様式第５ 様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで、様式第５

20 の備考３、様式第57の備考２、様式第61の２の備考４並びに様式第64の２の の備考３、様式第57の備考２並びに様式第64の２の備考１と同様とする。

備考１と同様とする。

65の 備考 様式第２の備考１、２、４、10から14まで、16から19まで及び23から26ま 様式第２の備考１、２、４、10から14まで、16から19まで及び23から26ま

21 で、様式第４の備考４、様式第61の６の備考１、４、６及び７並びに様式第 で、様式第４の備考４、様式第61の２の備考１、４、６及び７並びに様式第

64の３の備考１と同様とする。 64の３の備考１と同様とする。

65の 備考 様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで、様式第５ 様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで、様式第５

22 の備考３、様式第57の備考２、様式第61の２の備考４並びに様式第64の２の の備考３、様式第57の備考２並びに様式第64の２の備考１と同様とする。

備考１と同様とする。

65の 備考 様式第２の備考１、２、４、10から14まで、16から19まで及び23から26ま 様式第２の備考１、２、４、10から14まで、16から19まで及び23から26ま

23 で、様式第４の備考４、様式第61の６の備考１、４、６及び７並びに様式第 で、様式第４の備考４、様式第61の２の備考１、４、６及び７並びに様式第

65の６の備考１と同様とする。 65の６の備考１と同様とする。

65の 備考 様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで、様式第５ 様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで、様式第５

24 の備考３、様式第57の備考２、様式第61の２の備考４並びに様式第63の３の の備考３、様式第57の備考２並びに様式第63の３の備考１と同様とする。
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備考１と同様とする。

65の ２ ２ その他は、様式第２の備考１、２、４、10から14まで、16から19まで及び ２ その他は、様式第２の備考１、２、４、10から14まで、16から19まで及び

25 23から26まで、様式第４の備考４、様式第61の６の備考１、４、６及び７並 23から26まで、様式第４の備考４、様式第61の２の備考１、４、６及び７並

びに様式第64の３の備考１と同様とする。 びに様式第64の３の備考１と同様とする。

65の 備考 様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで、様式第５ 様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで、様式第５

26 の備考３、様式第57の備考２、様式第61の２の備考４並びに様式第64の２の の備考３、様式第57の備考２並びに様式第64の２の備考１と同様とする。

備考１と同様とする。

66 ５ ５ その他は、様式第３の備考１から３まで、７から11まで及び14から16まで ５ その他は、様式第３の備考１から４まで、７から11まで及び14から16まで

、様式第５の備考３、様式第56の備考８、様式第57の備考２並びに様式第61 、様式第５の備考３、様式第56の備考８、様式第57の備考２並びに様式第62

の２の備考３及び４と同様とする。 の備考５と同様とする。
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実用新案法施行規則様式

様式 備考

番号 番号 改 正 案 現 行

１ 様式第１（第１条の２関係） 様式第１（第１条関係）

25 25 第１条の２第３項の規定により、産業技術力強化法第19条の規定による特 25 第１条第３項の規定により、産業技術力強化法第19条の規定による特定研

定研究開発等成果に係る実用新案登録を受けようとする出願であるときは、 究開発等成果に係る実用新案登録を受けようとする出願であるときは、「【

「【納付年分】」の欄の次に「【国等の委託研究の成果に係る記載事項】」 納付年分】」の欄の次に「【国等の委託研究の成果に係る記載事項】」の欄

の欄を設けて、「平成○年度○○省、○○委託事業、産業技術力強化法第19 を設けて、「平成○年度、○○省、○○委託事業、産業技術力強化法第19条

条の適用を受ける実用新案登録出願」又は「平成○年度、○○省、○○請負 の適用を受ける実用新案登録出願」又は「平成○年度、○○省、○○請負事

事業、産業技術力強化法第19条の適用を受ける実用新案登録出願」のように 業、産業技術力強化法第19条の適用を受ける実用新案登録出願」のように記

記載する。 載する。

30 30 第23条第２項において準用する特許法施行規則第27条の４第３項の規定に 30 第23条第２項において準用する特許法施行規則第27条の４第１項の規定に

より、パリ条約による優先権又はパリ条約の例による優先権を主張しようと より、パリ条約による優先権又はパリ条約の例による優先権を主張しようと

する旨等を願書に記載してその旨等を記載した書面の提出を省略するときは する旨等を願書に記載してその旨等を記載した書面の提出を省略するときは

、「【代理人】」の欄の次に「【パリ条約による優先権等の主張】」の欄を 、「【代理人】」の欄の次に「【パリ条約による優先権等の主張】」の欄を

設け、その欄に「【国名】」及び「【出願日】」を設けて、国名及び出願日 設け、その欄に「【国名】」及び「【出願日】」を設けて、国名及び出願日

を記載する。これらの優先権の主張の基礎とされた出願の番号を記載すると を記載する。これらの優先権の主張の基礎とされた出願の番号を記載すると

きは、「【出願日】」の次に「【出願番号】」の欄を設けて、その番号を記 きは、「【出願日】」の次に「【出願番号】」の欄を設けて、その番号を記

載する。第23条第２項において準用する特許法施行規則第27条の４第５項の 載する。第23条第２項において準用する特許法施行規則第27条の４第３項の

規定により、第23条第２項において準用する特許法施行規則第27条の３の３ 規定により、第23条第２項において準用する特許法施行規則第27条の３の３

第３項第１号に規定する事項を願書に記載して当該事項を記載した書面の提 第３項第１号に規定する事項を願書に記載して当該事項を記載した書面の提

出を省略するときも同様とする。また、第23条第２項において準用する特許 出を省略するときも同様とする。また、第23条第２項において準用する特許

法施行規則第27条の４第５項の規定により、第23条第２項において準用する 法施行規則第27条の４第３項の規定により、第23条第２項において準用する

特許法施行規則第27条の３の３第３項第２号に規定する事項を願書に記載し 特許法施行規則第27条の３の３第３項第２号に規定する事項を願書に記載し

て当該事項を記載した書面の提出を省略するときは、「【出願番号】」の次 て当該事項を記載した書面の提出を省略するときは、「【出願番号】」の次

に「【優先権証明書提供国（機関）】」及び「【提供国（機関）における出 に「【優先権証明書提供国（機関）】」及び「【提供国（機関）における出

願の番号】」を設けて、実用新案法第11条第１項において準用する特許法第 願の番号】」を設けて、実用新案法第11条第１項において準用する特許法第

43条第２項に規定する書類に記載されている事項を電磁的方法により特許庁 43条第２項に規定する書類に記載されている事項を電磁的方法により特許庁
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長官に提供する国の国名又は国際機関の名称及びその国又は国際機関におい 長官に提供する国の国名又は国際機関の名称及びその国又は国際機関におい

てした出願の番号を記載し、第23条第２項において準用する特許法施行規則 てした出願の番号を記載し、第23条第２項において準用する特許法施行規則

第27条の３の３第３項第３号に規定する事項を願書に記載して当該事項を記 第27条の３の３第３項第３号に規定する事項を願書に記載して当該事項を記

載した書面の提出を省略するときは、「【出願番号】」の次に「【出願の区 載した書面の提出を省略するときは、「【出願番号】」の次に「【出願の区

分】」及び「【アクセスコード】」を設けて、それぞれ、優先権の主張の基 分】」及び「【アクセスコード】」を設けて、それぞれ、優先権の主張の基

礎とした出願の区分（「特許」、「実用新案登録」等の別）及び実用新案法 礎とした出願の区分（「特許」、「実用新案登録」等の別）及び実用新案法

第11条において準用する特許法第43条第２項に規定する書類に記載されてい 第11条において準用する特許法第43条第２項に規定する書類に記載されてい

る事項を電磁的方法により特許庁長官に提供するためのアクセスコードを記 る事項を電磁的方法により特許庁長官に提供するためのアクセスコードを記

載し、その次に「【優先権証明書提供国（機関）】」を設けて特許法第43条 載し、その次に「【優先権証明書提供国（機関）】」を設けて特許法第43条

第２項に規定する書類に記載されている事項を電磁的方法により特許庁長官 第２項に規定する書類に記載されている事項を電磁的方法により特許庁長官

に提供する国の国名を記載し、又は、「世界知的所有権機関」と記載する。 に提供する国の国名を記載し、又は、「世界知的所有権機関」と記載する。

なお、２以上の優先権を主張しようとするときは、次のように欄を繰り返し なお、２以上の優先権を主張しようとするときは、次のように欄を繰り返し

設けて記載する。 設けて記載する。

【パリ条約による優先権等の主張】 【パリ条約による優先権等の主張】

【国名】 【国名】

【出願日】 【出願日】

【出願番号】 【出願番号】

（【出願の区分】） （【出願の区分】）

（【アクセスコード】） （【アクセスコード】）

（【優先権証明書提供国（機関）】） （【優先権証明書提供国（機関）】）

（【提供国（機関）における出願の番号】） （【提供国（機関）における出願の番号】）

【パリ条約による優先権等の主張】 【パリ条約による優先権等の主張】

【国名】 【国名】

【出願日】 【出願日】

【出願番号】 【出願番号】

（【出願の区分】） （【出願の区分】）

（【アクセスコード】） （【アクセスコード】）

（【優先権証明書提供国（機関）】） （【優先権証明書提供国（機関）】）

（【提供国（機関）における出願の番号】） （【提供国（機関）における出願の番号】）

31 31 第23条第２項において準用する特許法施行規則第27条の４第３項の規定に 31 第23条第２項において準用する特許法施行規則第27条の４第１項の規定に

より、実用新案法第８条第１項の規定による優先権を主張しようとする旨等 より、実用新案法第８条第１項の規定による優先権を主張しようとする旨等

を願書に記載してその旨等を記載した書面の提出を省略するときは、「【代 を願書に記載してその旨等を記載した書面の提出を省略するときは、「【代
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理人】」（備考30に該当する場合にあつては、「【パリ条約による優先権等 理人】」（備考30に該当する場合にあつては、「【パリ条約による優先権等

の主張】」）の欄の次に「【先の出願に基づく優先権主張】」の欄を設け、 の主張】」）の欄の次に「【先の出願に基づく優先権主張】」の欄を設け、

その欄に「【出願番号】」（先の出願が国際実用新案登録出願又は国際特許 その欄に「【出願番号】」（先の出願が国際実用新案登録出願又は国際特許

出願にあつては、「【出願番号】」を「【国際出願番号】」とする。）及び 出願にあつては、「【出願番号】」を「【国際出願番号】」とする。）及び

「【出願日】」を設けて、先の出願の番号（先の出願が国際実用新案登録出 「【出願日】」を設けて、先の出願の番号（先の出願が国際実用新案登録出

願又は国際特許出願にあつては、国際出願番号）及び年月日を記載する。た 願又は国際特許出願にあつては、国際出願番号）及び年月日を記載する。た

だし、先の出願の番号が通知されていないときは、「【出願日】」には「平 だし、先の出願の番号が通知されていないときは、「【出願日】」には「平

成何年何月何日提出の実用新案登録願」のように先の出願の年月日を記載し 成何年何月何日提出の実用新案登録願」のように先の出願の年月日を記載し

、「【出願日】」の次に「【整理番号】」の欄を設けて、先の出願の願書に 、「【出願日】」の次に「【整理番号】」の欄を設けて、先の出願の願書に

記載した整理番号を記載する。また、２以上の優先権を主張しようとすると 記載した整理番号を記載する。また、２以上の優先権を主張しようとすると

きは、次のように欄を繰り返し設けて記載する。 きは、次のように欄を繰り返し設けて記載する。

【先の出願に基づく優先権主張】 【先の出願に基づく優先権主張】

【出願番号】 【出願番号】

【出願日】 【出願日】

【先の出願に基づく優先権主張】 【先の出願に基づく優先権主張】

【出願番号】 【出願番号】

【出願日】 【出願日】

40 40 実用新案法第８条第１項（同項第１号に規定する正当な理由があるときに （新設）

するものに限る。）の規定による優先権を主張しようとするときは、「【提

出物件の目録】」の欄の次に、「【その他】」の欄を設けて、「実用新案法

第８条第１項の規定による優先権の主張（同項第１号に規定する正当な理由

があるときにするものに限る。）を伴う実用新案登録出願」と記載する。ま

た、同法第11条第１項において準用する特許法第43条の２第１項（実用新案

法第11条第１項において準用する特許法第43条の３第３項において準用する

場合を含む。）の規定による優先権を主張しようとするときは、「【提出物

件の目録】」の欄の次に、「【その他】」の欄を設けて、「実用新案法第11

条第１項において準用する特許法第43条の２第１項（実用新案法第11条第１

項において準用する特許法第43条の３第３項において準用する場合を含む。

）の規定による優先権の主張を伴う実用新案登録出願」と記載する。

２ 様式第２（第１条の２関係） 様式第２（第１条関係）
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６ １ １ 特許印紙をはるときは、左上の余白にはるものとし、その下にその額を括 １ 特許印紙をはるときは、左上の余白にはるものとし、その下にその額を括

弧をして記載する。実用新案法第54条第７項ただし書の規定により、現金に 弧をして記載する。実用新案法第54条第７項ただし書の規定により、現金に

より手数料を納付した場合であつて、納付書によるときは、「（【手数料の より手数料を納付した場合であつて、納付書によるときは、「（【手数料の

表示】）」の欄の「（【予納台帳番号】）」を「【納付書番号】」とし、納 表示】）」の欄の「（【予納台帳番号】）」を「【納付書番号】」とし、納

付書番号を記載し、事務規程別紙第４号の12書式の納付済証（特許庁提出用 付書番号を記載し、事務規程別紙第４号の12書式の納付済証（特許庁提出用

）を別の用紙にはるものとし、納付情報によるときは、「（【手数料の表示 ）を別の用紙にはるものとし、納付情報によるときは、「（【手数料の表示

】）」の欄の「（【予納台帳番号】）」を「【納付番号】」とし、納付番号 】）」の欄の「（【予納台帳番号】）」を「【納付番号】」とし、納付番号

を記載する。この場合において、「【納付金額】」の欄は設けるには及ばな を記載する。この場合において、「【納付金額】」の欄は設けるには及ばな

い。ただし、実用新案法第54条第８項の規定により手数料を免除されたとき い。ただし、実用新案法第54条第10項の規定により手数料を免除されたとき

は、手数料を納付するには及ばない。 は、手数料を納付するには及ばない。
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商標法施行規則様式

様式 備考

番号 番号 改 正 案 現 行

２ ７ ７ 【商標登録を受けようとする商標】の欄には、次の要領により記載する。 ７ 【商標登録を受けようとする商標】の欄には、次の要領により記載する。

イ～ニ （略） イ～ニ （略）

ホ 第４条、第４条の２、第４条の３第１項、第４条の４第２号又は第４条の ホ 立体商標を異なる２以上の方向から表示した図（各図の大きさは15㎝平方

６の規定により商標登録を受けようとする商標を異なる２以上の図又は写真 を超えてはならない。）によつて記載する場合であつて、特に必要があると

によつて記載する場合は、２以上の商標記載欄を設けることができる。この きは、【商標登録を受けようとする商標】の欄には、「別紙のとおり」と記

場合において、特に必要があるときは、【商標登録を受けようとする商標】 載し、別の日本工業規格Ａ列４番の大きさの用紙（原則として１枚）に【商

の欄には、「別紙のとおり」と記載し、別の日本工業規格Ａ列４番の大きさ 標登録を受けようとする商標】の欄を設けて、次に枠線により商標記載欄を

の用紙（原則として１枚）に【商標登録を受けようとする商標】の欄を設け 設けて記載することができる。この場合において、用紙の左に２㎝、上に２

て、その欄の次に商標記載欄を設けて記載することができる。この場合にお ㎝、右及び下に各３㎝の余白をとり、容易に離脱しないようにとじるものと

いて、用紙の左に２㎝、上に２㎝、右及び下に各３㎝の余白をとり、容易に する。

離脱しないようにとじるものとする。

ヘ 音商標について商標登録を受けようとする場合であつて、特に必要がある （新設）

ときは、２以上の商標記載欄を設けることができる。この場合において、特

に必要があるときは、【商標登録を受けようとする商標】の欄には、「別紙

のとおり」と記載し、別の日本工業規格Ａ列４番の大きさの用紙（原則とし

て１枚）に【商標登録を受けようとする商標】の欄を設けて、その欄の次に

商標記載欄を設けて記載することができる。この場合において、用紙の左に

２㎝、上に２㎝、右及び下に各３㎝の余白をとり、容易に離脱しないように

とじるものとする。

ト 商標記載欄には、別段の定めがある場合を除き、陰影を表すための細線又 ヘ 商標記載欄には、陰影を表すための細線又は濃淡、内容を説明するための

は濃淡、内容を説明するための指示線、符号、又は文字、その他商標を構成 指示線、符号、又は文字、その他商標を構成しない線、符号、図形又は文字

しない線、符号、図形又は文字を記載してはならない。 を記載してはならない。

チ （略） ト （略）

リ 商標登録を受けようとする商標は、別段の定めがある場合を除き、写真、 チ 商標登録を受けようとする商標は、写真、青写真又ははり合わせたものに

青写真又ははり合わせたものによつて記載してはならない。 よつて記載してはならない。

ヌ 活字により商標を表示するとき（ヲ、レ及びソに該当する場合を除く。） リ 活字により商標を表示するとき（ルに該当する場合を除く。）は、見やす
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は、見やすい大きさの活字（原則として20ポイントから42ポイントまで）を い大きさの活字（原則として20ポイントから42ポイントまで）を用いる。

用いる。

ル 第４条、第４条の２、第４条の３第１項、第４条の４第２号又は第４条の ヌ 異なる２以上の方向から表示した図によつて立体商標を記載するときは、

６の規定により商標登録を受けようとする商標を異なる２以上の図又は写真 各図を同一縮尺で記載し、各図の間に十分な余白を設ける。

によつて記載するときは、各図又は各写真を同一縮尺で記載し、各図又は各

写真の間に十分な余白を設ける。

ヲ （略） ル （略）

ワ 動き商標について商標登録を受けようとするときは、その商標の変化（商 （新設）

標に係る文字、図形、記号若しくは立体的形状若しくはこれらの結合又はこ

れらと色彩との結合の移動を含む。以下同じ。）の状態を特定するための指

示線、符号又は文字を記載することができる。この場合は、当該記載により

どのように商標の変化の状態が特定されるのかを「【商標の詳細な説明】」

の欄に記載する。

カ ホログラム商標について商標登録を受けようとするときは、その商標の変 （新設）

化の前後の状態を特定するための指示線、符号又は文字を記載することがで

きる。この場合は、当該記載によりどのように商標の変化の前後の状態が特

定されるのかを「【商標の詳細な説明】」の欄に記載する。

ヨ 第４条の４第１号の規定により色彩のみからなる商標を図又は写真によつ （新設）

て記載するときは、なるべく商標登録を受けようとする色彩が全体にわたり

表示された図又は写真によつて記載する。

タ 第４条の４第２号の規定により色彩のみからなる商標を図又は写真によつ （新設）

て記載するときは、商標登録を受けようとする色彩及びそれを付する位置を

特定するための線、点その他のものを記載することができる。この場合は、

当該記載によりどのように当該色彩及びそれを付する位置が特定されるのか

を「【商標の詳細な説明】」の欄に記載する。

レ 音商標について商標登録を受けようとするときは、音符、休符、音部記号 （新設）

、テンポ、拍子記号、歌詞その他の商標登録を受けようとする音を特定する

ために必要な事項を記載する。

ソ 第４条の５の規定により音商標を文字を用いて記載するときは、黒色で、 （新設）

かつ、大きさ及び書体が同一の活字等（大きさは原則として７ポイント以上

とする。）を用いて、横書きで記載する。この場合において、音商標を外国

語で記載することができる。
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ツ 位置商標について商標登録を受けようとするときは、その商標に係る標章 （新設）

及びそれを付する位置を特定するための線、点その他のものを記載すること

ができる。この場合は、当該記載によりどのように当該標章及びそれを付す

る位置が特定されるのかを「【商標の詳細な説明】」の欄に記載する。

８ ８ 第４条、第４条の２、第４条の３第１項、第４条の４又は第４条の６の規定 ８ 第４条第１項の規定により立体商標を写真によつて記載するときは、次の要

により商標登録を受けようとする商標を写真によつて記載するときは、次の要 領による。

領による。

（削る） イ 商標登録を受けようとする商標は、商標記載欄の中に記載する。この場合

において、願書の１ページ目に、必要な商標記載欄を設けることができない

ときは、【商標登録を受けようとする商標】に「別紙のとおり」と記載し、

次ページに【商標登録を受けようとする商標】の欄を設け、次に商標記載欄

を設けて記載するものとする。

イ （略） ロ （略）

ロ 写真は、商標記載欄に、願書の記載事項が隠れず、かつ、容易に離脱しな ハ １のみの写真によつて記載するときは、商標記載欄に、願書の記載事項が

いように全面をはり付ける。 隠れず、かつ、容易に離脱しないように写真の全面をはり付ける。

ハ （略） ニ （略）

（削る） ホ 異なる２以上の方向から表示した写真（各写真の大きさは15cm平方を超え

てはならない。）によつて記載するときは、願書の【商標登録を受けようと

する商標】の欄に「別紙のとおり」と記載し、別の日本工業規格Ａ列４番の

大きさの用紙（原則として１枚）にそれぞれの写真が重ならないように十分

な余白をとつて記載する。この場合において、用紙の左に２㎝、上に２㎝、

右及び下に各３㎝の余白をとり、上部余白部分に「【商標登録を受けようと

する商標】」と記載し、容易に離脱しないようにとじるものとする。

（削る） ヘ 商標登録を受けようとする商標は、はり合わせたものによつて記載しては

ならない。

（削る） ト 異なる２以上の方向から表示した写真によつて立体商標を記載するときは

、各写真を同一縮尺で記載し、各写真の間に十分な余白を設ける。

９ ９ 動き商標について商標登録を受けようとするときは、「【商標登録を受けよ （新設）

うとする商標】」の欄の次に「【動き商標】」の欄を加える。

10 10 ホログラム商標について商標登録を受けようとするときは、「【商標登録を （新設）

受けようとする商標】」の欄の次に「【ホログラム商標】」の欄を加える。

11 11 立体商標について商標登録を受けようとするときは、「【商標登録を受けよ ９ 立体商標について商標登録を受けようとするときは、「【商標登録を受けよ
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うとする商標】」の欄の次に「【立体商標】」の欄を加える（備考９、10及び うとする商標】」の欄の次に「【立体商標】」の欄を加える。

14に該当するときを除く。）。

12 12 色彩のみからなる商標について商標登録を受けようとするときは、「【商標 （新設）

登録を受けようとする商標】」の欄の次に「【色彩のみからなる商標】」の欄

を加える（備考９及び10に該当するときを除く。）。

13 13 音商標について商標登録を受けようとするときは、「【商標登録を受けよう （新設）

とする商標】」の欄の次に「【音商標】」の欄を加える。

14 14 位置商標について商標登録を受けようとするときは、「【商標登録を受けよ （新設）

うとする商標】」の欄の次に「【位置商標】」の欄を加える（備考９及び10に

該当するときを除く。）。

15 15 （略） 10 （略）

16 16 商標法第５条第４項の規定により商標の詳細な説明を記載するときは、「【 （新設）

動き商標】」、「【ホログラム商標】」、「【色彩のみからなる商標】」、「

【音商標】」又は「【位置商標】」の欄の次に「【商標の詳細な説明】」の欄

を設けて記載する。ただし、第４条の８第１項各号に掲げる商標以外の商標の

商標登録出願についての願書には、「【商標の詳細な説明】」の欄を設けては

ならない。

17 17 「【商標の詳細な説明】」の欄には、文字及び符号のみを記載し、図、表等 （新設）

を記載してはならない。

18 18 （略） 11 （略）

19 19 商標法第５条第６項ただし書の規定の適用を受けようとするときは、説明書 12 商標法第５条第４項ただし書の規定の適用を受けようとするときは、説明書

に「商標法第５条第６項ただし書の適用」と記載し、その次に商標登録を受け に「商標法第５条第４項ただし書の適用」と記載し、その次に商標登録を受け

ようとする商標を記載し、引出線、文字その他のものにより、色彩を付すべき ようとする商標を記載し、商標記載欄の色彩と同一の色彩を付すべき部分から

範囲を明らかにして商標記載欄の色彩と同一の色彩を付すべき旨を記載する。 引出線を引き、その旨を記載する。この場合において、「【提出物件の目録】

この場合において、「【提出物件の目録】」の欄に「【物件名】」の欄を設け 」の欄に「【物件名】」の欄を設けて「商標法第５条第４項ただし書説明書」

て「商標法第５条第６項ただし書説明書」と記載する。ただし、「【商標の詳 と記載する。

細な説明】」の欄に、色彩を付すべき範囲を明らかにして商標記載欄の色彩と

同一の色彩を付すべき旨を記載した場合には、説明書に記載するには及ばない

。

20～ 20～27 （略） 13～20 （略）

27

28 28 商標登録出願人がパリ条約の同盟国、世界貿易機関の加盟国又は商標法条約 21 商標登録出願人がパリ条約の同盟国、世界貿易機関の加盟国又は商標法条約



- 40 -

の締約国の国民とみなされる者（法人に限る。）のとき（備考27に該当すると の締約国の国民とみなされる者（法人に限る。）のとき（備考20に該当すると

きを除く。）は、「【氏名又は名称】」（名称の原語を記載する場合にあつて きを除く。）は、「【氏名又は名称】」（名称の原語を記載する場合にあつて

は、「【氏名又は名称原語表記】」）の次に「【営業所】」の欄を設けて、営 は、「【氏名又は名称原語表記】」）の次に「【営業所】」の欄を設けて、営

業所の所在地の国名を記載する。 業所の所在地の国名を記載する。

29～ 29～37 （略） 22～30 （略）

37

38 38 商標法第68条の32第１項及び同法第68条の33第１項の規定による商標登録出 31 商標法第68条の32第１項及び同法第68条の33第１項の規定による商標登録出

願をするときは、「（【手数料の表示】）」の欄の次に「【その他】」の欄を 願をするときは、「（【手数料の表示】）」の欄の次に「【その他】」の欄を

設けて、その旨及び議定書第６条(4)の規定により取り消された又は議定書第1 設けて、その旨及び議定書第６条(4)の規定により取り消された又は議定書第1

5条(5)(b)の規定による議定書の廃棄に係る国際登録の番号を記載する。この 5条(5)(b)の規定による議定書の廃棄に係る国際登録の番号を記載する。この

場合において、当該国際登録が事後指定に係るものであるときは、事後指定が 場合において、当該国際登録が事後指定に係るものであるときは、事後指定が

国際登録簿に記録された日を記載する（備考37において特許法第73条第２項の 国際登録簿に記録された日を記載する（備考30において特許法第73条第２項の

定め又は民法第256条第１項ただし書の契約を記載したときは、その記載の次 定め又は民法第256条第１項ただし書の契約を記載したときは、その記載の次

に行を改めて記載する。）。 に行を改めて記載する。）。

39 39 （略） 32 （略）

40 40 第22条第２項において準用する特許法施行規則第27条の４第３項の規定によ 33 第22条第２項において準用する特許法施行規則第27条の４第１項の規定によ

りパリ条約による優先権又はパリ条約の例による優先権の主張をする旨を願書 りパリ条約による優先権又はパリ条約の例による優先権の主張をする旨を願書

に記載してその旨を記載した書面の提出を省略するときは、「【代理人】」の に記載してその旨を記載した書面の提出を省略するときは、「【代理人】」の

欄の次に「【パリ条約による優先権等の主張】」の欄を設け、その欄に「【国 欄の次に「【パリ条約による優先権等の主張】」の欄を設け、その欄に「【国

名】」及び「【出願日】」を設けて、国名及び出願日を記載する。これらの優 名】」及び「【出願日】」を設けて、国名及び出願日を記載する。これらの優

先権の主張の基礎とされた出願の番号を記載するときは、「【出願日】」の次 先権の主張の基礎とされた出願の番号を記載するときは、「【出願日】」の次

に「【出願番号】」の欄を設けて、その番号を記載する。また、２以上の優先 に「【出願番号】」の欄を設けて、その番号を記載する。また、２以上の優先

権を主張しようとするときは、次のように欄を繰り返し設けて記載する。 権を主張しようとするときは、次のように欄を繰り返し設けて記載する。

【パリ条約による優先権等の主張】 【パリ条約による優先権等の主張】

【国名】 【国名】

【出願日】 【出願日】

【出願番号】 【出願番号】

【パリ条約による優先権等の主張】 【パリ条約による優先権等の主張】

【国名】 【国名】

【出願日】 【出願日】

【出願番号】 【出願番号】

41～ 41～46 （略） 34～39 （略）
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46

47 47 商標法第５条第４項の規定により経済産業省令で定める物件を添付するとき （新設）

は、「【提出物件の目録】」の欄に「【物件名】」の欄を設けて、「商標法第

５条第４項の物件」と記載する。

４ ４ ４ その他は、様式第２の備考と同様とする。この場合において、商標法第68条 ４ その他は、様式第２の備考と同様とする。

第１項において準用する同法第10条第１項の規定による防護標章登録出願をす

る場合であつて、もとの防護標章登録出願に係る標章の詳細な説明が英語によ

つて記載したものであるときは、標章の詳細な説明の記載は、英語でしなけれ

ばならない。

５ ５ ５ 第８条の規定により商標登録を受けようとする商標及び商標の詳細な説明の ５ 第８条の規定により商標登録を受けようとする商標の記載を省略するときは

記載を省略するときは、「【商標登録を受けようとする商標】」及び「【商標 、「【商標登録を受けようとする商標】」の欄の次に「【援用の表示】」の欄

の詳細な説明】」の欄の次にそれぞれ「【援用の表示】」の欄を設け「変更を を設け「変更を要しないため省略する。」と記載する。第22条第８項において

要しないため省略する。」と記載する。同条の規定により商標法第５条第４項 準用する意匠法施行規則第９条第２項の規定により証明書の提出を省略すると

の物件の提出を省略するときは、「【提出物件の目録】」の欄に「【物件名】 きは「【提出物件の目録】」の欄に「【物件名】」の欄を設けて、当該証明書

」の欄を設けて、「商標法第５条第４項の物件」と記載し、その次に「【援用 の書類名を記載し、その次に「【援用の表示】」の欄を設けて、「変更を要し

の表示】」の欄を設け「変更を要しないため省略する。」と記載する。第22条 ないため省略する、」と記載する。また、２以上の証明書の提出を省略すると

第８項において準用する意匠法施行規則第９条第２項の規定により証明書の提 きは、「【提出物件の目録】」の欄に次のように欄を繰り返し設けて記載する

出を省略するときは「【提出物件の目録】」の欄に「【物件名】」の欄を設け 。

て、当該証明書の書類名を記載し、その次に「【援用の表示】」の欄を設けて 【物件名】

、「変更を要しないため省略する。」と記載する。また、２以上の証明書の提 【援用の表示】

出を省略するときは、「【提出物件の目録】」の欄に次のように欄を繰り返し 【物件名】

設けて記載する。 【援用の表示】

【物件名】

【援用の表示】

【物件名】

【援用の表示】

６ ４ ４ その他は、様式第２の備考、様式第３の備考１、様式第３の２の備考１から ４ その他は、様式第２の備考、様式第３の備考１、様式第３の２の備考１から

４まで、様式第４の備考１及び３並びに様式第５の備考５と同様とする。この ４まで、様式第４の備考１及び３並びに様式第５の備考５と同様とする。

場合において、防護標章登録出願に係る商標登録が国際登録に基づく商標権で
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あつて、その商標の詳細な説明が英語によつて記載したものであるときは、標

章の詳細な説明の記載は、英語でしなければならない。また、もとの防護標章

登録出願に係る標章の詳細な説明が英語によつて記載したものである場合は、

商標の詳細な説明の記載は、日本語でしなければならない。

７ ２ ２ その他は、様式第２の備考と同様とする。この場合において、防護標章登録 ２ その他は、様式第２の備考と同様とする。

出願に係る商標登録が国際登録に基づく商標権であつて、その商標の詳細な説

明が英語によつて記載したものであるときは、標章の詳細な説明の記載は、英

語でしなければならない。

８の ６ ６ その他は、様式第２の備考１から４まで、20から25まで、27、30、32及び41 ６ その他は、様式第２の備考１から４まで、13から18まで、20、23、25及び34

２ から45までと同様とする。この場合において、様式第２の備考23中「【商標登 から38までと同様とする。この場合において、様式第２の備考16中「【商標登

録出願人】」とあるのは、商標法第21条第１項の規定により商標権の存続期間 録出願人】」とあるのは、商標法第21条第１項の規定により商標権の存続期間

の更新登録の申請をするときは、「【更新登録申請人】」と、商標法第65条の の更新登録の申請をするときは、「【更新登録申請人】」と、商標法第65条の

３第３項の規定により防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登録の出願 ３第３項の規定により防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登録の出願

をするときは、「【更新登録出願人】」と、商標法附則第３条第３項の規定に をするときは、「【更新登録出願人】」と、商標法附則第３条第３項の規定に

より書換登録の申請をするときは、「【書換登録申請者】」と、「商標登録出 より書換登録の申請をするときは、「【書換登録申請者】」と、「商標登録出

願人」とあるのは、商標法第21条第１項の規定により商標権の存続期間の更新 願人」とあるのは、商標法第21条第１項の規定により商標権の存続期間の更新

登録の申請をするときは、「更新登録申請人」と、商標法第65条の３第３項の 登録の申請をするときは、「更新登録申請人」と、商標法第65条の３第３項の

規定により防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登録の出願をするとき 規定により防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登録の出願をするとき

は、「更新登録出願人」と、商標法附則第３条第３項の規定による書換登録の は、「更新登録出願人」と、商標法附則第３条第３項の規定による書換登録の

申請をするときは、「書換登録申請者」と読み替えるものとする。 申請をするときは、「書換登録申請者」と読み替えるものとする。

９ ６ ６ その他は、様式第２の備考、様式第３の備考１、様式第３の２備考１から４ ６ その他は、様式第２の備考、様式第３の備考１、様式第３の２備考１から４

まで、様式第４の備考３並びに様式第５の備考５と同様とする。この場合にお まで、様式第４の備考３並びに様式第５の備考５と同様とする。

いて、商標法第68条第２項において準用する同法第17条の２第１項において準

用する意匠法第17条の３第１項に規定する防護標章登録出願をするときは、当

該防護標章登録出願に係る商標登録が国際登録に基づく商標権であつて、その

商標の詳細な説明が英語によつて記載したものであるときは、標章の詳細な説

明の記載は、英語でしなければならない。

９の 様式第９の２（第４条の８関係） 様式第９の２（第２条関係）
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２ 【書類名】 商標法第５条第４項の物件提出書（国際商標登録出願）

（【提出日】 平成 年 月 日）

【あて先】 特許庁長官 殿

（特許庁審判長 殿）

（特許庁審査官 殿）

【事件の表示】

【出願番号】

【提出者】

【住所又は居所】

【氏名又は名称】

【代理人】

【住所又は居所】

【氏名又は名称】

【提出物件の目録】

【物件名】 商標法第５条第４項の物件 １

〔備考〕

１ １ 「【あて先】」は、特許庁審査官の命令による場合はその命令を発した特

許庁審査官、特許庁審判長の命令による場合はその命令を発した特許庁審判

長、その他の場合は特許庁長官とする。

２ ２ 「【出願番号】」には、「国際登録第○○○○○○○号」又は「○○○○

年○○月○○日に事後指定が記録された国際登録第○○○○○○○号」のよ

うに記載する。

３ ３ 「【氏名又は名称】」は、自然人にあつては、氏名を記載し、その横に印

を押す。法人にあつては、名称を記載し、「【氏名又は名称】」の次に「【

代表者】」の欄を設けてその代表者の氏名を記載し、その横に代表者の印を

押す。

４ ４ 「【提出者】」の欄に記載すべき者が２人以上あるときは、次のように欄

を繰り返し設けて記載する。

【提出者】
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【住所又は居所】

【氏名又は名称】

【提出者】

【住所又は居所】

【氏名又は名称】

５ ５ 「【代理人】」の欄に記載すべき者が２人以上あるときは、次のように欄

を繰り返し設けて記載する。

【代理人】

【住所又は居所】

【氏名又は名称】

【代理人】

【住所又は居所】

【氏名又は名称】

６ ６ その他は、様式第２の備考１から４まで、21、23、30から32まで及び41か

ら44までと同様とする。
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〔備考〕

１ 用紙は、日本工業規格Ａ列４番（横21㎝、縦29.7㎝）の大きさとし、インキ

がにじまず、文字が透き通らないものを縦長にして、折らずに片面のみを用い

、用紙には不要な文字、記号、枠線、けい線等を記載してはならない。

２ 文字は、タイプ印書又は印刷により記載する。

３ コンピュータ印字を用いて願書を作成するときは、次により作成する。

イ 願書の割り付け及び内容は、様式第９の２の形式と一致し、各欄を拡張す

る場合は、欄の途中で次ページにならないように作成しなければならない。

ロ すべての欄は、一本線で描かなければならない。

ハ 各欄は、そこに記載する情報がないときも、表示しなければならない。

４ 各欄への記載は、別段の定めがある場合を除き、英語でしなければならない

。

５ 「For use by the applicant; this international application contains,

in addition to the application form, the following number of sheets」

は、「CONTINUATION SHEET」及び証明書の枚数を記載する。

６ 「For use by the applicant/Office of origin」は、ローマ字、アラビア

数字若しくは「―」又はその組み合わせによる書類記号を記載することができ

る。

７ 「Name」及び「Address」は、これらのローマ字への音訳又は英語への翻訳

を記載する。

８ 「Name」は自然人にあつては姓及び名を姓、名の順に記載し、また、法人に

あつてはその名称を記載する。

９ 「Address」は、「４-３, Kasumigaseki ３-chome, Chiyoda-ku, TOKYO 100

―8915 JAPAN」のように詳しく記載し、日本国内に営業所を有する法人の場合

は本社の住所を記載する。
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10 第２欄「APPLICANT」中、「Address for correspondence」は、出願人の住

所（居所）以外への通信を希望する場合は記載する。

11 国際事務局から識別コードを受けていない者については、「Identification

code (where supplied by WIPO)」の欄は空欄とする。

12 国際登録出願人が２名以上いる場合は、１名について第２欄、第３欄「ENTI

TLEMENT TO FILE」及び第12欄「SIGNATURE BY THE APPLICANT OR HIS REPRESE

NTATIVE (If required or allowed by the Office of origin)」に記載し、そ

の他の出願人については出願人１名ごとに第２欄、第３欄及び第12欄のすべて

の項目及び必要事項を「CONTINUATION SHEET」に記載する。

13 国際事務局に対する代理人の選任を届け出る場合は１名のみの氏名（名称）

及び住所（居所）を第４欄「REPRESENTATIVE(if any)」に記載する。

14 第５欄「BASIC APPLICATION OR BASIC REGISTRATION」中、「Basic applica

tion number」は、「1999―000001」のように出願年を西暦表示により記載す

る。また、その基礎とした商標登録出願及びその基礎とした商標登録が２以上

ある場合は、それぞれ最先のものを記載し、その他については第５欄のすべて

の項目及び必要事項を「CONTINUATION SHEET」に記載する。

15 年月日を記載する場合は西暦紀元及びグレゴリー暦により、「日／月／年」

の順とし、日及び月は２桁、年は４桁のアラビア数字で表示し、日及び月の数

字の後にスラッシュを付す（例えば2000年２月４日は「04/02/2000」）。

16 パリ条約による優先権又はパリ条約の例による優先権の主張の基礎とした最

初の出願が２以上ある場合は、出願の日が最先のものを第６欄「PRIORITY CLA

IMED」に記載し、その他のものについては第６欄のすべての項目及び必要事項

を「CONTINUATION SHEET」に記載する。

17 国際登録を受けようとする商標は、次の要領により第７欄「THE MARK」に記

載する。

イ 国際登録を受けようとする商標は「(a) Place the reproduction of the

mark, as it appears in the basic application or the basic registrati

on, in the square below.」の欄（以下「標章記載欄」という。）の中に、

その基礎とした商標登録出願又はその基礎とした商標登録に係る商標を記載

する。

ロ 標章記載欄の大きさは、８cm平方とする。

ハ 国際登録を受けようとする商標を記載した書面を願書にはり付けて記載す
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るときは、ロに規定する大きさの用紙を用いるものとする。この場合におい

て、標章記載欄に容易に離脱しないように用紙の全面をはり付ける。

ニ その基礎とした商標登録出願又はその基礎とした商標登録に係る立体商標

が、異なる２以上の方向から表示した図によって記載されているときは、各

図を同一縮尺で記載し、標章記載欄の中に記載する。

18 立体商標を写真によつて記載するときは、次の要領による。

イ 写真の大きさは、８cm平方とする。

ロ 写真は、標章記載欄に容易に離脱しないようはり付ける。

ハ 写真は、折つてはならない。

ニ その基礎とした商標登録出願又はその基礎とした商標登録に係る立体商標

が、異なる２以上の方向から表示した写真によつて記載されているときは、

各写真を同一縮尺で記載し、標章記載欄の中に、それぞれの写真が重ならな

いように表示する。

19 第10欄「GOODS AND SERVICES FOR WHICH INTERNATIONAL REGISTRATION IS S

OUGHT」は、次の要領により記載する。

イ 商品（役務）は、その基礎とした商標登録出願又はその基礎とした商標登

録に記載されている指定商品（指定役務）の範囲内において商品（役務）の

内容及び範囲を明確に理解することができる表示をもつて記載し、なるべく

1967年７月14日にストックホルムで及び1977年５月13日にジュネーヴで改正

され並びに1979年10月２日に修正された標章の登録のための商品及びサービ

スの国際分類に関する1957年６月15日のニース協定第１条に規定する国際分

類に即して記載する。

ロ 「Class」は、商品（役務）の区分を２以上指定する場合は、区分の番号

順に記載する。「Goods and services」は、その区分に属する商品（役務）

を記載する。

20 第11欄「DESIGNATED CONTRACTING PARTIES」は、締約国の前の□内に×印を

付す。新規締約国で、国コード、締約国名が記載されていないときには「Othe

rs:」の欄に国コード及び締約国名を記載する。

21 第12欄は、出願人又は代理人が押印又は署名し、その日を記載する。

22 特許印紙は別の用紙にはり、その下にその額を括弧をして記載するとともに

、出願人の氏名（名称）、その基礎とした商標登録出願の番号又はその基礎と

した商標登録の番号、書類記号及び提出日を記載する。
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23 願書等の提出書類は、容易に分離し又はとじ直すことができるように例えば

クリップ等を用いてとじる。

９の 様式第９の３ 削除 様式第９の３（第３条関係）

３
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〔備考〕

１ コンピュータ印字を用いて事後指定の書面を作成するときは、次により作成

する。

イ 書面の割り付け及び内容は、様式第９の３の形式と一致し、各欄を拡張す

る場合は、欄の途中で次ページにならないように作成しなければならない

ロ すべての欄は、一本線で描かなければならない。

ハ 各欄は、そこに記載する情報がないときも、表示しなければならない。

２ 「For use by the holder; this subsequent designation contains, in ad

dition to this form, the following number of sheets:」は、「CONTINUATI

ON SHEET」及び証明書の枚数を記載する。

３ 「For use by the holder/Office」は、ローマ字、アラビア数字若しくは「

―」又はその組み合わせによる書類記号を記載することができる。

４ 第２欄「HOLDER(as recorded in the International Register)」中、「Nam

e」及び「Address」は、国際登録簿と同一のものを記載する。

５ 国際登録名義人が２名以上いる場合は１名について第２欄及び第７欄「SIGN

ATURE BY THE HOLDER OR HIS REPRESENTATIVE (where the subsequent design

ation is presented directly to the International Bureau or, where pres

ented through an Office, if that Office requires or allows such a sign

ature)」に記載し、その他の名義人については名義人１名ごとに第２欄及び第

７欄のすべての項目及び必要事項を「CONTINUATION SHEET」に記載する。

６ 国際事務局に対する代理人の選任を届け出る場合は、１名のみの氏名（名称

）及び住所（居所）を第３欄「APPOINTMENT OF A REPRESENTATIVE (A represe

ntative may be appointed in this form only if it is presented through

an Office;if it is presented directly to the International Bureau, the

appointment of a representative or of a new representative must be ma

de in a separate communication.)」に記載する。

７ 第４欄「CONTRACTING PARTIES DESIGNATED IN THE PRESENT SUBSEQUENT DES

IGNATION」は、締約国の前の□内に×印を付す。新規締約国で、国コード、締

約国名が記載されていないときには「Others:」の欄に国コード及び締約国名

を記載する。

８ 第７欄は、名義人又は代理人が押印又は署名し、その日を記載する。

９ 特許印紙を別の用紙にはり、その下にその額を括弧をして記載するとともに
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、名義人の氏名（名称）、国際登録番号、書類記号及び提出日を記載する。

10 その他は、様式第９の２の備考１、２、４、７から９まで、11、15及び23と

同様とする。

10 ８ ８ その他は、様式第２の備考１から４まで、20から22まで、25、27、30から32 ８ その他は、様式第２の備考１から４まで、13から15まで、18、20、23から25

まで及び41から44までと同様とする。 まで及び34から37までと同様とする。

10の ２ ２ その他は、様式第２の備考１から４まで、20から22まで、25、27、30、32及 ２ その他は、様式第２の備考１から４まで、13から15まで、18、20、23、25及

２ び41から45まで並びに様式第10の備考１、２及び５と同様とする。 び34から38まで並びに様式第10の備考１、２及び５と同様とする。

11 19 19 その他は、様式第２の備考１から４まで、20、22、24、29から32まで、35、 19 その他は、様式第２の備考１から４まで、13、15、17、22から25まで、28、

37及び41から45まで、様式第３の備考１、様式第３の２の備考２から４まで並 30及び34から38まで、様式第３の備考１、様式第３の２の備考２から４まで並

びに様式第４の備考３と同様とする。 びに様式第４の備考３と同様とする。

11の 様式第11の２ 削除 様式第11の２（第９条の２関係）

２



- 60 -



- 61 -



- 62 -



- 63 -



- 64 -

〔備考〕

１ コンピュータ印字を用いて国際登録の名義人の変更の記録の請求の書面を作

成するときは、次により作成する。

イ 書面の割り付け及び内容は、様式第11の２の形式と一致し、各欄を拡張す

る場合は、欄の途中で次ページにならないように作成しなければならない。

ロ すべての欄は、一本線で描かなければならない。

ハ 各欄は、そこに記載する情報がないときも、表示しなければならない。

２ 「For use by the holder; this request contains, in addition to this

form, the following number of sheets:」は、「CONTINUATION SHEET」及び

証明書の枚数を記載する。

３ 第２欄「HOLDER (as recorded in the International Register)」中、「Na

me」は、国際登録簿と同一のものを記載する。

４ 譲渡人が２名以上いる場合は１名について第２欄及び第９欄「SIGNATURE BY

THE HOLDER OR HIS REPRESENTATIVE (where this request is presented dir

ectly to the International Bureau or, where presented by an Office, if

that Office requires or allows such a signature)」に記載し、その他の

譲渡人については第２欄及び第９欄のすべての項目及び必要事項を「CONTINUA

TION SHEET」に記載する。

５ 第３欄「NEW OWNER (transferee)」中、「Address for correspondence」は

、譲受人の住所（居所）以外への通信を希望する場合は記載する。

６ 譲受人が２名以上いる場合は１名について第３欄、第４欄「ENTITLEMENT OF

THE TRANSFEREE TO BE THE HOLDER OF THE INTERNATIONAL REGISTRATION」、

第６欄「CONTRACTING PARTIES」、第７欄「GOODS AND SERVICES」及び第９欄

に記載し、その他の譲受人については譲受人１名ごとに第３欄、第４欄、第６

欄、第７欄及び第９欄のすべての項目及び必要事項を「CONTINUATION SHEET」

に記載する。

７ 第３欄で記載した住所が、第４欄(a)(ⅲ)及び(ⅳ)に記載した締約国の領域

内に含まれない場合は「(b) where the transferee is not a national of a

Contracting State or of a State member of a Contracting Organization a
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nd the address given in item 3(b)is not in the territory of any of the

Contracting Parties mentioned in paragraph(a)(ⅲ)or(ⅳ)of the present

item, indicate in the space provided below:」の欄の最下段の空欄に第４

欄(a)(ⅲ)に記載した締約国の住所又は(ⅳ)に記載した締約国の現実かつ真正

の工業上又は商業上の営業所の住所を記載する。

８ 第９欄は、譲渡人又は代理人が押印又は署名し、その日を記載する。

９ その他は、様式第９の２の備考１、２、４、７から９まで、11、15及び23並

びに様式第９の３の備考３及び９と同様とする。

11の ５ ５ その他は、様式第２の備考１から４まで、20から22まで、25、27、30から32 ５ その他は、様式第２の備考１から４まで、13から15まで、18、20、23から25

３ まで及び41から45まで並びに様式第10の備考２、４及び５と同様とする。 及び34から38まで並びに様式第10の備考２、４及び５と同様とする。

12の 様式第12の２ 削除 様式第12の２（第10条の２関係）

２
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〔備考〕

１ コンピュータ印字を用いて国際登録の存続期間の更新の申請の書面を作成す

るときは、次により作成する。

イ 書面の割り付け及び内容は、様式第12の２の形式と一致し、各欄を拡張す

る場合は、欄の途中で次ページにならないように作成しなければならない。

ロ すべての欄は、一本線で描かなければならない。

ハ 各欄は、そこに記載する情報がないときも、表示しなければならない。

２ 「For use by the holder; in addition to this form, the following num

ber of sheets are attached:」は、「CONTINUATION SHEET」及び証明書の枚

数を記載する。

３ 国際登録名義人が２名以上いる場合は１名について第２欄「HOLDER (as rec

orded in the International Register)」及び第４欄「SIGNATURE (by the ho

lder, his representative, an Office or the party effecting the payment

of the renewal fees)」に記載し、その他の名義人については名義人１名ご

とに第２欄及び第４欄のすべての項目及び必要事項を「CONTINUATION SHEET」

に記載する。

４ 第４欄は、名義人又は代理人が押印又は署名し、その日を記載する。

５ その他は、様式第９の２の備考１、２、４、７から９まで、11及び23並びに

様式第９の３の備考３、４及び９と同様とする。

14の ９ ９ その他は、様式第２の備考１から５まで、20から22まで、24、25、27、30か ９ その他は、様式第２の備考１から５まで、13から15まで、17、18、20、23か

２ ら32まで、34から36まで及び41から45まで、様式第４の備考３並びに様式第10 ら25まで、27から29まで及び34から38まで、様式第４の備考３並びに様式第10

の備考５と同様とする。この場合において様式第２の備考36中「出願」とある の備考５と同様とする。この場合において様式第２の備考29中「出願」とある

のは「審判」と読み替えるものとする。 のは「審判」と読み替えるものとする。

15の ４ ４ 識別ラベルをはり付けることにより印を省略するときは、識別ラベルは、「 ４ 識別ラベルをはり付けることにより印を省略するときは、識別ラベルは、「

２ 【氏名又は名称】」（法人にあつては「【代表者】」）の横にはるものとする 【氏名又は名称】」（法人にあつては「【代表者】」）の横にはるものとする

。ただし、備考18に該当するときは、識別ラベルをはる場合であつても印を省 。ただし、備考16に該当するときは、識別ラベルをはる場合であつても印を省

略することはできない。 略することはできない。

６ ６ 「【手続補正１】」の欄は、次の要領で記載する。（備考７から９まで及び ６ 「【手続補正１】」の欄は、次の要領で記載する。（備考７から９までの場

12の場合を除く。） 合を除く。）
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イ （略） イ （略）

ロ 「【補正対象項目名】」は、「商標登録出願人」、「代表者」、「補正を ロ 「【補正対象項目名】」は、「商標登録出願人」、「代表者」、「補正を

する者」、「商標登録を受けようとする商標」、「商標の詳細な説明」、「 する者」、「商標登録を受けようとする商標」、「指定商品又は指定役務並

指定商品又は指定役務並びに商品及び役務の区分」、「第○類」、「承継人 びに商品及び役務の区分」、「第○類」、「承継人」、「譲渡人」、「承継

」、「譲渡人」、「承継人代理人」、「譲渡人代理人」、「審判請求人」、 人代理人」、「譲渡人代理人」、「審判請求人」、「請求の理由」、「書換

「請求の理由」、「書換登録申請者」、「書換登録を受けようとする指定商 登録申請者」、「書換登録を受けようとする指定商品並びに商品及び役務の

品並びに商品及び役務の区分」のように補正をする単位名を記載する。 区分」のように補正をする単位名を記載する。

ハ・ニ （略） ハ・ニ （略）

10 10 商標登録を受けようとする商標を補正するときは､「【補正の内容】」の欄 10 商標登録を受けようとする商標を補正するときは､「【補正の内容】」の欄

に「【商標登録を受けようとする商標】」の欄及び商標記載欄を設け、補正後 に「【商標登録を受けようとする商標】」の欄及び商標記載欄を設け、補正後

の商標登録を受けようとする商標の全体（異なる２以上の図又は写真によつて の商標登録を受けようとする商標の全体（異なる２以上の方向から表示した図

商標登録を受けようとする商標を記載する場合は、全ての図又は写真）を記載 によつて立体商標を記載する場合は、全図）を記載する。

する。

11 11 商標の詳細な説明を補正するときは、「【補正の内容】」の欄に「【商標の （新設）

詳細な説明】」の欄を設け、補正後の商標の詳細な説明の全文を記載する。

12 12 商標法第５条第４項の物件を補正するときは、「【手続補正１】」の欄は、 （新設）

次の要領で記載する。

イ 商標法第５条第４項の物件を提出するときは、「【補正対象項目名】」に

は「提出物件の目録」と記載し、「【補正方法】」には「追加」と記載し、

「【補正の内容】」には「【提出物件の目録】」の欄を設け、次に「【物件

名】」の欄を設けて「商標法第５条第４項の物件」と記載し、当該物件を添

付する。

ロ 商標法第５条第４項の物件を変更するときは、「【補正対象項目名】」に

は「提出物件の目録」と記載し、「【補正方法】」には「変更」と記載し、

「【補正の内容】」には「【提出物件の目録】」の欄を設け、次に「【物件

名】」の欄を設けて「商標法第５条第４項の物件」と記載し、当該物件を添

付する。

13・ 13・14 （略） 11・12 （略）

14

15 15 「【手数料補正】」の欄は、手数料の補正をする場合（備考14及び16に該当 13 「【手数料補正】」の欄は、手数料の補正をする場合（備考12及び14に該当

するときを除く。）に次の要領により記載する。 するときを除く。）に次の要領により記載する。

イ～ニ （略） イ～ニ （略）
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16 16 「【手数料の表示】」の欄は、備考14の手数料の納付に際して特例法施行規 14 「【手数料の表示】」の欄は、備考12の手数料の納付に際して特例法施行規

則第40条第２項の規定により見込額からの納付の申出を行うときは、「【予納 則第40条第２項の規定により見込額からの納付の申出を行うときは、「【予納

台帳番号】」には予納台帳の番号を、「【納付金額】」には見込額から納付に 台帳番号】」には予納台帳の番号を、「【納付金額】」には見込額から納付に

充てる手数料の額を記載する。商標法第76条第６項ただし書の規定により、現 充てる手数料の額を記載する。商標法第76条第６項ただし書の規定により、現

金により手数料を納付する場合であつて、特例法施行規則第40条第４項の規定 金により手数料を納付する場合であつて、特例法施行規則第40条第４項の規定

により口座振替による納付の申出を行うときは、「（【予納台帳番号】）」を により口座振替による納付の申出を行うときは、「（【予納台帳番号】）」を

「【振替番号】」とし、振替番号を記載し、「【納付金額】」には納付すべき 「【振替番号】」とし、振替番号を記載し、「【納付金額】」には納付すべき

手数料の額を記載する。 手数料の額を記載する。

17・ 17・18 （略） 15・16 （略）

18

19 19 その他は、様式第２の備考１から５まで、20、21、23、27、30から32まで及 17 その他は、様式第２の備考１から５まで、13、14、16、20、23から25まで及

び41から45まで、様式第10の備考２及び５並びに様式第11の備考４と同様とす び34から38まで、様式第10の備考２及び５並びに様式第11の備考４と同様とす

る。 る。

20 ６ ６ その他は、様式第２の備考１から４まで、20から22まで、27及び41から44ま ６ その他は、様式第２の備考１から４まで、13から15まで、20及び34から37ま

で並びに様式第10の備考５と同様とする。 で並びに様式第10の備考５と同様とする。

21 ８ ８ その他は、様式第２の備考１から４まで、20から22まで、24、26から32まで ８ その他は、様式２の備考１から４まで、13から15まで、17、19から25まで及

及び41から45まで、様式第４の備考３並びに様式第10の備考２及び５と同様と び34から38まで、様式第４の備考３並びに様式第10の備考２及び５と同様とす

する。 る。

22 11 11 その他は、様式第２の備考１から４まで、20から22まで、25、27、30、32及 11 その他は、様式第２の備考１から４まで、13から15まで、18、20、23、25及

び41から45まで並びに様式第10の備考２及び５と同様とする。 び34から38まで並びに様式第10の備考２及び５と同様とする。

23 ６ ６ その他は、様式第２の備考１から４まで、20から22まで、25、27、30、32及 ６ その他は、様式第２の備考１から４まで、13から15まで、18、20、23、25及

び41から45まで、様式第10の備考２及び５、様式第11の備考１並びに様式第22 び34から38まで、様式第10の備考２及び５、様式第11の備考１並びに様式第22

の備考３、４、８及び10と同様とする。 の備考３、４、８及び10と同様とする。
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商標登録令施行規則様式

様式 備考

番号 番号 改 正 案 現 行

１ 様式第一〔第一条の二関係〕 様式第一〔第一条の二関係〕

商標登録第 号 商標登録第 号

第 一 表 示 部 第 一 表 示 部

表示番号 登 録 事 項 表示番号 登 録 事 項

（付 記） （付 記）

１ 番 出 願 年 月 日 出 願 番 号 １ 番 出 願 年 月 日 出 願 番 号

査定（審決）年月日 区 分 の 数 査定（審決）年月日 区 分 の 数

国際登録の取消し 国際登録の番号 国際登録の取消し 国際登録の番号

（廃棄）後の特例 国際登録の年月日（事後指定の年月日） （廃棄）後の特例 国際登録の年月日（事後指定の年月日）

出願時の特例 特例国際商標権に係る国際登録の番号 出願時の特例 特例国際商標権に係る国際登録の番号

動 き 商 標 立 体 商 標

ホ ロ グ ラ ム 商 標 標 準 文 字

立 体 商 標 団 体 商 標

色 彩 の み か ら な る 商 標 地 域 団 体 商 標

音 商 標 優 先 権 主 張 国 名

位 置 商 標 出願年月日 件 数

標 準 文 字 商品及び役務の区分

団 体 商 標 指定商品(指定役務)

地 域 団 体 商 標 登 録 年 月 日

優 先 権 主 張 国 名 第 二 表 示 部

出願年月日 件 数 表示番号 登 録 事 項

商品及び役務の区分 （付 記）

指定商品(指定役務)

登 録 年 月 日 登 録 料 記 録 部

第 二 表 示 部 登 録 料

表示番号 登 録 事 項 国以外の者の持分の割合又は返還に関する事項
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（付 記）

甲 区

登 録 料 記 録 部 順位番号 登 録 事 項

登 録 料 （付 記）

国以外の者の持分の割合又は返還に関する事項

甲 区 乙 区

順位番号 登 録 事 項 順位番号 登 録 事 項

（付 記） （付 記）

乙 区 丙 区

順位番号 登 録 事 項 順位番号 登 録 事 項

（付 記） （付 記）

丙 区 丁 区

順位番号 登 録 事 項 順位番号 登 録 事 項

（付 記） （付 記）

丁 区

順位番号 登 録 事 項

（付 記）

１の 様式第一の二〔第一条の二関係〕 様式第一の二〔第一条の二関係〕

２ 国際登録第 号 国際登録第 号

第 一 表 示 部 第 一 表 示 部

登 録 事 項 登 録 事 項

表示番号（付記）：１番 表示番号（付記）：１番

国際登録（事後指定）の年月日 国際登録（事後指定）の年月日

査定（審決）年月日 査定（審決）年月日

特例国際商標権 特例国際商標権

重複国内商標権に係る登録番号 重複国内商標権に係る登録番号

登録商標 登録商標
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動 き 商 標 立 体 商 標

ホ ロ グ ラ ム 商 標 団 体 商 標

立 体 商 標 地 域 団 体 商 標

色 彩 の み か ら な る 商 標 優先権主張

音 商 標 国名

位 置 商 標 出願年月日

商標の詳細な説明 件数

団 体 商 標 商品及び役務の区分

地 域 団 体 商 標 指定商品(指定役務)

優先権主張 登 録 年 月 日

国名 第 二 表 示 部

出願年月日 登 録 事 項

件数 表示番号（付記）：

商品及び役務の区分 甲 区

指定商品(指定役務) 登 録 事 項

登 録 年 月 日 順位番号（付記）：

第 二 表 示 部 乙 区

登 録 事 項 登 録 事 項

表示番号（付記）： 順位番号（付記）：

甲 区 丙 区

登 録 事 項 登 録 事 項

順位番号（付記）： 順位番号（付記）：

乙 区 丁 区

登 録 事 項 登 録 事 項

順位番号（付記）： 順位番号（付記）：

丙 区 国 際 登 録 事 項 記 録 部

登 録 事 項 登 録 事 項

順位番号（付記）： 記録番号（付記）：

丁 区

登 録 事 項

順位番号（付記）：

国 際 登 録 事 項 記 録 部
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登 録 事 項

記録番号（付記）：
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特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律施行規則様式

様式 備考

番号 番号 改 正 案 現 行

８ ２ ２ 計量単位は、メートル法により記載する。 （新設）

３ ３ 技術用語は、学術用語を用いる。 （新設）

４ ４ 用語は、国際出願全体を通じ統一して使用されているものを用いる。 （新設）

５～ ５～９ （略） ２～６ （略）

９

10 10 明細書には、法又はこの省令に規定する事項以外のいかなる事項も記載し （新設）

てはならない。

11 11 その他は、様式第１の備考１から７まで、20及び21と同様とする。この場 ７ その他は、様式第１の備考１から７まで、20及び21並びに様式第７の備考

合において、化学式若しくは数式又は表を正しく配置するために必要である ２から４まで及び18と同様とする。この場合において、化学式若しくは数式

ときは、用紙は、横長に用いてもよい。用紙を横長にして用いた場合には、 又は表を正しく配置するために必要であるときは、用紙は、横長に用いても

当該用紙は、化学式若しくは数式又は表の上端が用紙の左側になるように縦 よい。用紙を横長にして用いた場合には、当該用紙は、化学式若しくは数式

長にしてとじる。 又は表の上端が用紙の左側になるように縦長にしてとじる。

８の ３ ３ その他は、様式第１の備考１から５まで、20及び21、様式第１の２の備考 ３ その他は、様式第１の備考１から５まで、20及び21、様式第１の２の備考

２ １及び２並びに様式第８の備考１から６まで、９及び10と同様とする。この １及び２、様式第７の備考２から４まで及び16並びに様式第８の備考１から

場合において、化学式若しくは数式又は表を正しく配置するために必要であ ３まで及び６と同様とする。この場合において、化学式若しくは数式又は表

るときは、用紙は、横長に用いてもよい。用紙を横長にして用いた場合には を正しく配置するために必要であるときは、用紙は、横長に用いてもよい。

、当該用紙は、化学式若しくは数式又は表の上端が用紙の左側になるように 用紙を横長にして用いた場合には、当該用紙は、化学式若しくは数式又は表

縦長にしてとじる。 の上端が用紙の左側になるように縦長にしてとじる。

９ 11 11 その他は、様式第１の備考１から４まで、６、７、20及び21並びに様式第 11 その他は、様式第１の備考１から４まで、６、７、20及び21、様式第７の

８の備考１から６まで及び10と同様とする。この場合において、化学式若し 備考２から４まで及び18並びに様式第８の備考１から３までと同様とする。

くは数式又は表を正しく配置するために必要であるときは、用紙は、横長に この場合において、化学式若しくは数式又は表を正しく配置するために必要

用いてもよい。用紙を横長にして用いた場合には、当該用紙は、化学式若し であるときは、用紙は、横長に用いてもよい。用紙を横長にして用いた場合

くは数式又は表の上端が用紙の左側になるように縦長にしてとじる。 には、当該用紙は、化学式若しくは数式又は表の上端が用紙の左側になるよ

うに縦長にしてとじる。
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９の 備考 様式第１の備考１から４まで、20及び21、様式第１の２の備考１及び２、 様式第１の備考１から４まで、20及び21、様式第１の２の備考１及び２、

２ 様式第８の備考１から６まで及び10並びに様式第９の備考１から10までと同 様式第７の備考２から４まで及び18、様式第８の備考１から３まで並びに様

様とする。この場合において、化学式若しくは数式又は表を正しく配置する 式第９の備考１から10までと同様とする。この場合において、化学式若しく

ために必要であるときは、用紙は、横長に用いてもよい。用紙を横長にして は数式又は表を正しく配置するために必要であるときは、用紙は、横長に用

用いた場合には、当該用紙は、化学式若しくは数式又は表の上端が用紙の左 いてもよい。用紙を横長にして用いた場合には、当該用紙は、化学式若しく

側になるように縦長にしてとじる。 は数式又は表の上端が用紙の左側になるように縦長にしてとじる。

11 ６ ６ その他は、様式第１の備考１から４まで、６、７、20及び21並びに様式第 ６ その他は、様式第１の備考１から４まで、６、７、20及び21、様式第７の

８の備考２から６まで及び10と同様とする。この場合において、化学式若し 備考２から４まで及び16並びに様式第８の備考２及び３と同様とする。この

くは数式又は表を正しく配置するために必要であるときは、用紙は、横長に 場合において、化学式若しくは数式又は表を正しく配置するために必要であ

用いてもよい。用紙を横長にして用いた場合には、当該用紙は、化学式若し るときは、用紙は、横長に用いてもよい。用紙を横長にして用いた場合には

くは数式又は表の上端が用紙の左側になるように縦長にしてとじる。 、当該用紙は、化学式若しくは数式又は表の上端が用紙の左側になるように

縦長にしてとじる。

11の ２ ２ その他は、様式第１の備考１から４まで、20及び21、様式第１の２の備考 ２ その他は、様式第１の備考１から４まで、20及び21、様式第１の２の備考

２ １及び２、様式第８の備考２から６まで及び10並びに様式第11の備考１、２ １及び２、様式第７の備考２から４まで及び16、様式第８の備考２及び３並

、４及び５と同様とする。この場合において、化学式若しくは数式又は表を びに様式第11の備考１、２、４及び５と同様とする。この場合において、化

正しく配置するために必要であるときは、用紙は、横長に用いてもよい。用 学式若しくは数式又は表を正しく配置するために必要であるときは、用紙は

紙を横長にして用いた場合には、当該用紙は、化学式若しくは数式又は表の 、横長に用いてもよい。用紙を横長にして用いた場合には、当該用紙は、化

上端が用紙の左側になるように縦長にしてとじる。 学式若しくは数式又は表の上端が用紙の左側になるように縦長にしてとじる

。

11の １ １ 第29条の４第１項（同条第３項及び第29条の８第２項において準用する場 １ 第29条の４第１項（同条第３項及び第29条の８第２項において準用する場

３ 合を含む。）の規定により優先権の主張の基礎となる出願の写しを提出する 合を含む。）の規定により優先権の主張の基礎となる出願の写しを提出する

ときは表題を「優先権主張の基礎出願の写し提出書」とし、「添付書類の目 ときは表題を「優先権主張の基礎出願の写し提出書」とし、「添付書類の目

録」の欄の「優先権書類 通」を「優先権主張の基礎出願の写し 録」の欄の「優先権書類 通」を「優先権主張の基礎出願の写し

通」とし、当該基礎出願の言語が国際出願の言語と異なる場合にあつては、 通」とし、当該基礎出願の言語が国際出願の言語と異なる場合にあつては、

「優先権主張の基礎出願の写し 通」の次に「翻訳文 通」のよう 「優先権主張の基礎出願の写し 通」の次に「翻訳文 通」のよう

に記載する。第29条の４第１項のただし書の場合にあつては、表題を「優先 に記載する。

権主張の基礎出願の翻訳文提出書」とし、「添付書類の目録」の欄の「優先

権書類 通」を「優先権主張の基礎出願の翻訳文 通」のように記
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載する。

２ ２ その他は、様式第１の備考１から10まで、12から15まで、17、18、20及び ２ 様式第１の備考１から10まで、12から15まで、17、18、20及び21並びに様

21並びに様式第２の３の備考１、３及び４と同様とする。 式第２の３の備考１、３及び４と同様とする。

11の １ １ 第29条の４第１項（同条第３項及び第29条の８第２項において準用する場 １ 第29条の４第１項（同条第３項及び第29条の８第２項において準用する場

４ 合を含む。）の規定により優先権の主張の基礎となる出願の写しを提出する 合を含む。）の規定により優先権の主張の基礎となる出願の写しを提出する

ときは表題を「SUBMISSION OF COPY OF THE EARLIER APPLICATION」とし、 ときは表題を「SUBMISSION OF COPY OF THE EARLIER APPLICATION」とし、

「List of Attached Documents」の欄の「priority document(s) : copies 「List of Attached Documents」の欄の「priority document(s):copies」

」を「copy of the earlier application(s) : copies」とし、当該基礎出 を「copy of the earlier application(s) : copies」とし、当該基礎出願

願の言語が国際出願の言語と異なる場合にあつては、「copy of the earlie の言語が国際出願の言語と異なる場合にあつては、「copy of the earlier

r application(s) : copies」の次に「translation of the earlier applic application(s) : copies」の次に「translation of the earlier applicat

ation(s) : copies」のように記載する。第29条の４第１項のただし書の場 ion(s) : copies」のように記載する。

合にあつては、表題を「SUBMISSION OF TRANSLATION OF THE EARLIER APPLI

CATION」とし、「List of Attached Documents」の欄の「priority documen

t(s) : copies」を「translation of the earlier application(s) : copie

s」のように記載する。

２ ２ その他は、様式第１の備考１から５まで、９、13、14、20及び21、様式第 ２ 様式第１の備考１から５まで、９、13、14、20及び21、様式第１の２の備

１の２の備考１から５まで、７及び８、様式第２の３の備考１並びに様式第 考１から５まで、７及び８、様式第２の３の備考１並びに様式第２の４の備

２の４の備考２及び３と同様とする。 考２及び３と同様とする。

11の 様式第11の７（第22条の２、第28条の４、第29条の２、第29条の６、第30条の 様式第11の７（第22条の２、第29条の２、第29条の６、第30条の２及び第47条

７ ２及び第47条関係） 関係）

１ １ 第22条の２第１項の規定による意見書を提出するときは表題を「意見書（ １ 第22条の２第１項の規定による意見書を提出するときは表題を「意見書（

第22条の２第１項の規定による意見）」とし、第28条の４第２項の規定によ 第22条の２第１項の規定による意見）」とし、第29条の２第２項の規定によ

る意見書を提出するときは表題を「意見書（第28条の４第２項の規定による る意見書を提出するときは表題を「意見書（第29条の２第２項の規定による

意見）」とし、第29条の２第２項の規定による意見書を提出するときは表題 意見）」とし、第29条の６第２項の規定による意見書を提出するときは表題

を「意見書（第29条の２第２項の規定による意見）」とし、第29条の６第２ を「意見書（第29条の６第２項の規定による意見）」とし、第30条の２第１

項の規定による意見書を提出するときは表題を「意見書（第29条の６第２項 項の規定による意見書を提出するときは表題を「意見書（第30条の２第１項

の規定による意見）」とし、第30条の２第１項の規定による意見書を提出す の規定による意見）」とし、第47条第３項の規定による意見書を提出すると

るときは表題を「意見書（第30条の２第１項の規定による意見）」とし、第 きは「意見書（第47条第３項の規定による意見）」とする。

47条第３項の規定による意見書を提出するときは「意見書（第47条第３項の



- 79 -

規定による意見）」とする。

２ ２ 第28条の４第２項の規定による意見書を提出するときは「補完命令の日付 ２ 第29条の２第２項又は第29条の６第２項の規定による意見書を提出すると

」の欄を「通知の日付」とし、第29条の２第２項又は第29条の６第２項の規 きは「補完命令の日付」の欄を「補充命令の日付」とし、第30条の２第１項

定による意見書を提出するときは「補完命令の日付」の欄を「補充命令の日 の規定による意見書を提出するときは「補完命令の日付」の欄を「補正命令

付」とし、第30条の２第１項の規定による意見書を提出するときは「補完命 の日付」とし、第47条第３項の規定による意見書を提出するときは「通知の

令の日付」の欄を「補正命令の日付」とし、第47条第３項の規定による意見 日付」とする。

書を提出するときは「通知の日付」とする。

３ ３ 日付は、西暦紀元及びグレゴリー暦により、日についての数字、月につい (新設）

ての数字及び年についての数字をこの順序に従つて、日及び月について２桁

のアラビア数字で表示し、年について４桁のアラビア数字で表示し、かつ、

日及び月の数字の後にピリオドを付す（例えば2003年6月28日は「28.06.200

3」）。他の紀元又は暦を用いる場合には、西暦紀元及びグレゴリー暦によ

る日付を併記する。

４ ４ その他は、様式第１の備考１から10、12から15まで、17、18、20及び21並 ３ 様式第１の備考１から10、12から15まで、17、18、20及び21、様式第２の

びに様式第２の３の備考１、３及び４と同様とする。 ３の備考１、３及び４並びに様式第７の備考14と同様とする。

11の 様式第11の８（第22条の２、第28条の４、第29条の２、第29条の６、第30条の 様式第11の８（第22条の２、第29条の２、第29条の６、第30条の２及び第47条

８ ２及び第47条関係） 関係）

１ １ 第28条の４第２項又は第47条第３項の規定による意見書を提出するときは １ 第47条第３項の規定による意見書を提出するときは「Date of Invitation

「Date of Invitation」の欄を「Date of Notification」とする。 」の欄を「Date of Notification」とする。

２ ２ その他は、様式第１の備考１から５まで、９、13、14、20及び21、様式第 ２ 様式第１の備考１から５まで、９、13、14、20及び21、様式第１の２の備

１の２の備考１から５まで、７及び８、様式第２の３の備考１、様式第２の 考１から５まで、７及び８、様式第２の３の備考１、様式第２の４の備考２

４の備考２及び３並びに様式第11の７の備考３と同様とする。 及び３並びに様式第７の備考14と同様とする。

12 ７ ７ その他は、様式第１の備考１から10まで、12から15まで、17、18、20及び ７ その他は、様式第１の備考１から10まで、12から15まで、17、18、20及び

21、様式第２の３の備考１、３及び４並びに様式第11の７の備考３と同様と 21、様式第２の３の備考１、３及び４並びに様式第７の備考14と同様とする

する。 。

12の ４ ４ その他は、様式第１の備考１から５まで、９、13、14、20及び21、様式第 ４ その他は、様式第１の備考１から５まで、９、13、14、20及び21、様式第

２ １の２の備考１から５まで、７及び８、様式第２の３の備考１、様式第２の １の２の備考１から５まで、７及び８、様式第２の３の備考１、様式第２の

４の備考２及び３、様式第11の７の備考３並びに様式第12の備考４及び６と ４の備考２及び３、様式第７の備考14並びに様式第12の備考４及び６と同様
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同様とする。 とする。

13の 様式第13の３（第27条の２及び第28条の３関係） 様式第13の３（第27条の２関係）

３

２ ２ その他は、様式第１の備考１から10まで、12から15まで、17、18、20及び ２ 様式第１の備考１から10まで、12から15まで、17、18、20及び21、様式第

21、様式第２の３の備考１、３及び４並びに様式第11の７の備考３と同様と ２の３の備考１、３及び４並びに様式第７の備考14と同様とする。

する。

13の 様式第13の４（第27条の２及び第28条の３関係） 様式第13の４（第27条の２関係）

４

備考 様式第１の備考１から５まで、９、13、14、20及び21、様式第１の２の備 様式第１の備考１から５まで、９、13、14、20及び21、様式第１の２の備

考１から５まで、７及び８、様式第２の３の備考１、様式第２の４の備考２ 考１から５まで、７及び８、様式第２の３の備考１、様式第２の４の備考２

及び３、様式第11の７の備考３並びに様式第13の３の備考１と同様とする。 及び３、様式第７の備考14並びに様式第13の３の備考１と同様とする。

15 １ １ 法第６条の規定による命令に基づき補正をするときは表題を「手続補正書 １ 法第６条の規定による命令に基づき補正をするときは表題を「手続補正書

（法第６条の規定による命令に基づく補正）」とし、法第11条の規定により （法第６条の規定による命令に基づく補正）」とし、法第11条の規定により

補正をするときは「手続補正書（法第11条の規定による補正）」とし、令第 補正をするときは「手続補正書（法第11条の規定による補正）」とし、令第

１条第２項の規定による命令に基づき補正をするときは「手続補正書（国際 １条第２項の規定による命令に基づき補正をするときは「手続補正書（令第

予備審査請求書に係る補正）」とし、第27条の３第１項の規定により補正を １条第２項の規定による命令に基づく補正）」とし、第27条の３第１項の規

するときは「手続補正書（第27条の３第１項の規定による補正）」とし、第 定により補正をするときは「手続補正書（第27条の３第１項の規定による補

28条第１項の規定による命令に基づき補正をするときは「手続補正書（第28 正）」とし、第28条第１項の規定による命令に基づき補正をするときは「手

条第１項の規定による命令に基づく補正）」とし、第50条の３第３項の規定 続補正書（第28条第１項の規定による命令に基づく補正）」とし、第50条の

により磁気ディスクを提出するときは、「第50条の３第３項の規定による磁 ３第３項の規定により磁気ディスクを提出するときは、「第50条の３第３項

気ディスクの提出書」とし、第50条の３第５項の規定による命令に基づき磁 の規定による磁気ディスクの提出書」とし、第50条の３第５項の規定による

気ディスクを提出するときは、「第50条の３第５項の規定による命令に基づ 命令に基づき磁気ディスクを提出するときは、「第50条の３第５項の規定に

く磁気ディスクの提出書」とし、第50条の３第５項の規定による命令に基づ よる命令に基づく磁気ディスクの提出書」とし、第50条の３第５項の規定に

き配列表を記載した書面を提出するときは、「第50条の３第５項の規定によ よる命令に基づき配列表を記載した書面を提出するときは、「第50条の３第

る命令に基づく配列表を記載した書面の提出書」とし、第50条の３第９項の ５項の規定による命令に基づく配列表を記載した書面の提出書」とし、第50

規定による命令に基づき補正をするときは「手続補正書（第50条の３第９項 条の３第９項の規定による命令に基づき補正をするときは「手続補正書（第

の規定による命令に基づく補正）」とする。 50条の３第９項の規定による命令に基づく補正）」とする。
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８ ８ その他は、様式第１の備考１から10まで、12から15まで、17、18、20及び ８ その他は、様式第１の備考１から10まで、12から15まで、17、18、20及び

21、様式第２の３の備考１、３及び４並びに様式第11の７の備考３と同様と 21、様式第２の３の備考１、３及び４並びに様式第７の備考14と同様とする

する。 。

15の ６ ６ その他は、様式第１の備考１から５まで、９、13、14、20及び21、様式第 ６ その他は、様式第１の備考１から５まで、９、13、14、20及び21、様式第

２ １の２の備考１から５まで、７及び８、様式第２の３の備考１、様式第２の １の２の備考１から５まで、７及び８、様式第２の３の備考１、様式第２の

４の備考２及び３、様式第11の７の備考３、様式第12の２の備考１並びに様 ４の備考２及び３、様式第７の備考14、様式第12の２の備考１並びに様式第

式第15の備考２及び３と同様とする。 15の備考２及び３と同様とする。

15の 様式第15の２の２（第28条の３関係）

２の 優 先 権 の 回 復 請 求 書

２ 特許庁長官 殿

１ 国際出願の表示

２ 出願人（代表者）

氏名（名称） ○印

あ て 名

国 籍

住 所

３ 代理人

氏 名 ○印

あ て 名

４ 回復を求める優先権

５ 回復の理由

６ 添付書類の目録

〔備考〕

１ １ 「回復を求める優先権」の欄には、回復を求める優先権に係る出願の出

願日、出願番号及び当該出願がされた国名（国内出願の場合）、広域官庁

名（広域出願の場合）又は受理官庁名（国際出願の場合）を記載する。優

先権の主張の基礎となる出願がＡＲＩＰＯにされた特許出願であるときは

、その出願がその国についてされた国のうち、少なくとも一の工業所有権

の保護に関するパリ条約の同盟国又は世界貿易機関加盟国を（二以上の優

先権の回復を請求するときは、優先権ごとに行を変えて）記載する。
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２ ２ 「回復の理由」の欄には、第28条の３第１項に規定する優先期間内に国

際出願を提出することができなかつたことについての正当な理由を具体的

に記載する。

３ ３ その他は、様式第１の備考１から10まで、12から15まで、17、18、20及

び21、様式第２の３の備考１、３及び４並びに様式第11の７の備考３と同

様とする。

15の 様式第15の２の３（第28条の３関係）

２の REQUEST TO RESTORE RIGHT OF PRIORITY

３ To : Commissioner of the Patent Office

１ Identification of the International Application

２ Applicant(Common Representative)

Name : Signature （○印）

Address :

Country of nationality :

Country of residence :

３ Agent

Name : Signature （○印）

Address :

４ Right of priority to be restored

５ Reason for restoration

６ List of Attached Documents

〔備考〕

様式第１の備考１から５まで、９、13、14、20及び21、様式第１の２の備

考１から５まで、７及び８、様式第２の３の備考１、様式第２の４の備考２

及び３、様式第11の７の備考３並びに様式第15の２の２の備考１及び２と同

様とする。

15の 様式第15の２の４（第28条の３関係）

２の 優 先 権 の 回 復 理 由 書

４ 特許庁長官 殿

１ 国際出願の表示
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２ 出願人（代表者）

氏名（名称） ○印

あ て 名

国 籍

住 所

３ 代理人

氏 名 ○印

あ て 名

４ 回復を求める優先権

５ 回復の理由

６ 添付書類の目録

〔備考〕

様式第１の備考１から10まで、12から15まで、17、18、20及び21、様式第

２の３の備考１、３及び４、様式第11の７の備考３並びに様式第15の２の２

の備考１及び２と同様とする。

15の 様式第15の２の５（第28条の３関係）

２の REASON FOR RESTORATION OF RIGHT OF PRIORITY

５ To : Commissioner of the Patent Office

１ Identification of the International Application

２ Applicant(Common Representative)

Name : Signature （○印）

Address :

Country of nationality :

Country of residence :

３ Agent

Name : Signature （○印）

Address :

４ Right of priority to be restored

５ Reason for restoration

６ List of Attached Documents

〔備考〕
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様式第１の備考１から５まで、９、13、14、20及び21、様式第１の２の備

考１から５まで、７及び８、様式第２の３の備考１、様式第２の４の備考２

及び３、様式第11の７の備考３並びに様式第15の２の２の備考１及び２と同

様とする。

15の ３ ３ その他は、様式第１の備考１から10、12から15まで、17、18、20及び21、 ３ 様式第１の備考１から10、12から15まで、17、18、20及び21、様式第２の

３ 様式第２の３の備考１、３及び４並びに様式第11の７の備考３と同様とする ３の備考１、３及び４並びに様式第７の備考14と同様とする。

。

15の 備考 様式第１の備考１から10、12から15まで、17、18、20及び21、様式第２の 様式第１の備考１から10、12から15まで、17、18、20及び21、様式第２の

４ ３の備考１、３及び４、様式第11の７の備考３並びに様式第15の３の備考１ ３の備考１、３及び４、様式第７の備考14並びに様式第15の３の備考１及び

及び２と同様とする。 ２と同様とする。

16 備考 様式第１の備考１から10まで、12から15まで、17、18、20及び21、様式第 様式第１の備考１から10まで、12から15まで、17、18、20及び21、様式第

２の３の備考１、３及び４並びに様式第11の７の備考３と同様とする。 ２の３の備考１、３及び４並びに様式第７の備考14と同様とする。

16の 備考 様式第１の備考１から５まで、９、13、14、20及び21、様式第１の２の備 様式第１の備考１から５まで、９、13、14、20及び21、様式第１の２の備

２ 考１から５まで、７及び８、様式第２の３の備考１、様式第２の４の備考２ 考１から５まで、７及び８、様式第２の３の備考１、様式第２の４の備考２

及び３並びに様式第11の７の備考３と同様とする。 及び３並びに様式第７の備考14と同様とする。

18 手数料追加納付書（国際調査に係る追加納付） 手数料追加納付書

１ １ 手数料を特許印紙により納付するときは、その金額の特許印紙をこの書類 １ 手数料を特許印紙により納付するときは、その金額の特許印紙をこの書類

の左上部にはり、その下にその額を括弧をして記載する。法第18条第３項に の左上部にはり、その下にその額を括弧をして記載する。法第18条第５項に

おいて準用する特許法第195条第８項ただし書の規定により、現金により手 おいて準用する特許法第195条第８項ただし書の規定により、現金により手

数料を納付した場合であつて、工業所有権の手数料等を現金により納付する 数料を納付した場合であつて、工業所有権の手数料等を現金により納付する

場合における手続に関する省令（平成８年通商産業省令第64号。以下「現金 場合における手続に関する省令（平成８年通商産業省令第64号。以下「現金

手続省令」という。）第５条の規定による納付書（以下「納付書」という。 手続省令」という。）第５条の規定による納付書（以下「納付書」という。

）によるときは、歳入徴収官事務規程（昭和27年大蔵省令第141号。以下「 ）によるときは、歳入徴収官事務規程（昭和27年大蔵省令第141号。以下「

事務規程」という。）別紙第４号の12書式の納付済証（特許庁提出用）を別 事務規程」という。）別紙第４号の12書式の納付済証（特許庁提出用）を別

の用紙にはるものとし、特例法施行規則第41条の９に規定する納付情報（以 の用紙にはるものとし、特例法施行規則第41条の９に規定する納付情報（以

下「納付情報」という。）によるときは、「（６ 追加納付の金額）」の欄 下「納付情報」という。）によるときは、「（６ 追加納付の金額）」の欄
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の次に「納付番号」の欄を設け、納付番号を記載する。 の次に「納付番号」の欄を設け、納付番号を記載する。

３ ３ その他は、様式第１の備考１から10まで、12から15まで、17、18、20及び ３ その他は、様式第１の備考１から10まで、12から15まで、17、18、20及び

21、様式第２の３の備考１、３及び４並びに様式第11の７の備考３と同様と 21、様式第２の３の備考１、３及び４並びに様式第７の備考14と同様とする

する。 。

18の PAYMENT OF ADDITIONAL FEE FOR INTERNATIONAL SEARCH PAYMENT OF ADDITIONAL FEE

２

備考 様式第１の備考１から５まで、９、13、14、20及び21、様式第１の２の備 様式第１の備考１から５まで、９、13、14、20及び21、様式第１の２の備

考１から５まで、７及び８、様式第２の３の備考１、様式第２の４の備考２ 考１から５まで、７及び８、様式第２の３の備考１、様式第２の４の備考２

及び３、様式第11の７の備考３並びに様式第18の備考１及び２と同様とする 及び３、様式第７の備考14並びに様式第18の備考１及び２と同様とする。

。

22 請求の範囲の減縮書（手数料追加納付書（国際予備審査に係る追加納付）） 請求の範囲の減縮書（手数料追加納付書）

１ １ 国際予備審査を受けようとする請求の範囲を減縮するときは表題を「請求 １ 国際予備審査を受けようとする請求の範囲を減縮し、かつ、手数料を追加

の範囲の減縮書」とし、手数料を追加して納付するときは、表題を「手数料 して納付するときは、表題を「請求の範囲の減縮及び手数料追加納付書」と

追加納付書（国際予備審査に係る追加納付）」とし、国際予備審査を受けよ する。

うとする請求の範囲を減縮し、かつ、手数料を追加して納付するときは、表

題を「請求の範囲の減縮及び手数料追加納付書」とする。

３ ３ その他は、様式第１の備考１から10まで、12から15まで、17、18、20及び ３ その他は、様式第１の備考１から10まで、12から15まで、17、18、20及び

21、様式第２の３の備考１、３及び４、様式第11の７の備考３並びに様式第 21、様式第２の３の備考１、３及び４、様式第７の備考14並びに様式第18の

18の備考１及び２と同様とする。 備考１及び２と同様とする。

22の RESTRICTION OF CLAIM (PAYMENT OF ADDITIONAL FEE RESTRICTION OF CLAIM (PAYMENT OF ADDITIONAL FEE)

２ (FOR INTERNATIONAL PRELIMINARY EXAMINATION))

１ １ 国際予備審査を受けようとする請求の範囲を減縮するときは表題を「REST １ 国際予備審査を受けようとする請求の範囲を減縮し、かつ、手数料を追加

RICTION OF CLAIM」とし、手数料を追加して納付するときは、表題を「PAYM して納付するときは、表題を「RESTRICTION OF CLAIM AND PAYMENT OF ADDI

ENT OF ADDITIONAL FEE FOR INTERNATIONAL PRELIMINARY EXAMINATION」と TIONAL FEE」とする。

し、国際予備審査を受けようとする請求の範囲を減縮し、かつ、手数料を追

加して納付するときは、表題を「RESTRICTION OF CLAIM AND PAYMENT OF AD
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DITIONAL FEE」とする。

３ ３ その他は、様式第１の備考１から５まで、９、13、14、20及び21、様式第 ３ その他は、様式第１の備考１から５まで、９、13、14、20及び21、様式第

１の２の備考１から５まで、７及び８、様式第２の３の備考１、様式第２の １の２の備考１から５まで、７及び８、様式第２の３の備考１、様式第２の

４の備考２及び３、様式第11の７の備考３並びに様式第18の備考１及び２と ４の備考２及び３、様式第７の備考14並びに様式第18の備考１及び２と同様

同様とする。 とする。

23 備考 様式第１の備考１から10まで、12から15まで、17、18、20及び21、様式第 様式第１の備考１から10まで、12から15まで、17、18、20及び21、様式第

２の３の備考１、３及び４並びに様式第11の７の備考３と同様とする。 ２の３の備考１、３及び４並びに様式第７の備考14と同様とする。

23の ２ ２ その他は、様式第１の備考１から５まで、９、13、14、20及び21、様式第 ２ その他は、様式第１の備考１から５まで、９、13、14、20及び21、様式第

２ １の２の備考１から５まで、７及び８、様式第２の３の備考１、様式第２の １の２の備考１から５まで、７及び８、様式第２の３の備考１、様式第２の

４の備考２及び３並びに様式第11の７の備考３と同様とする。 ４の備考２及び３並びに様式第７の備考14と同様とする。

25 様式第25 削除 様式第25（第71条の２関係）

記名押印（署名）に関する説明書提出書

特許庁長官 殿

１ 国際出願の表示

２ 出願人（代表者）

氏名（名称） ㊞

あ て 名

国 籍

住 所

３ 代理人

氏 名 ㊞

あ て 名

４ 添付書類の目録

（１） 説明書 １通

（２） （ 通）

〔備考〕

様式第１の備考１から10まで、12から15まで、17、18、20及び21並びに様

式第２の３の備考１、３及び４と同様とする。
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25の 様式第25の２ 削除 様式第25の２（第71条の２関係）

２ SUBMISSION OF EXPLANATION CONCERNING SIGNATURE (SEALING)

To : Commissioner of the Patent Office

１ Identification of the International Application

２ Applicant (Common Representative)

Name : Signature ㊞

Address :

Country of nationality :

Country of residence :

３ Agent

Name : Signature ㊞

Address :

４ List of Attached Documents

（１） statement : １copy

（２） （ ）

〔備考〕

様式第１の備考１から５まで、９、13、14、20及び21、様式第１の２の備

考１から５まで、７及び８、様式第２の３の備考１並びに様式第２の４の備

考２及び３と同様とする。

26の ４ ４ その他は、様式第１の備考１から10まで、12から15まで、17、18、20及び ４ その他は、様式第１の備考１から10まで、12から15まで、17、18、20及び

３ 21、様式第２の３の備考１、３及び４並びに様式第11の７の備考３と同様と 21、様式第２の３の備考１、３及び４並びに様式第７の備考14と同様とする

する。 。

26の ３ ３ その他は、様式第１の備考１から５まで、９、13、14、20及び21、様式第 ３ その他は、様式第１の備考１から５まで、９、13、14、20及び21、様式第

４ １の２の備考１から５まで、７及び８、様式第２の３の備考１、様式第２の １の２の備考１から５まで、７及び８、様式第２の３の備考１、様式第２の

４の備考２及び３、様式第11の７の備考３並びに様式第26の３の備考２と同 ４の備考２及び３、様式第７の備考14並びに様式第26の３の備考２と同様と

様とする。 する。

27 １ １ 国際出願をする者が納付するときは表題を「手数料納付書（国際出願に関 １ 国際出願をする者が納付するときは表題を「手数料納付書（法第18条第２

する手数料の納付）」とし、国際予備審査の請求をする者が納付するときは 項（同項の表一の項）の規定による納付）」とし、国際予備審査の請求をす

「手数料納付書（国際予備審査に関する手数料の納付）」とする。 る者が納付するときは「手数料納付書（法第18条第２項（同項の表三の項）
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の規定による納付）」とする。

27の PAYMENT OF FEES PAYMENT OF TRANSMITTAL FEE (OF TRANSMITTAL FEE AND SEARCH FEE,

２ OF PRELIMINARY EXAMINATION FEE)

１ １ 国際出願をする者が納付するときは表題を「PAYMENT OF FEES FOR IN １ 特許庁以外の条約に規定する国際調査機関が国際調査をする国際出願をす

TERNATIONAL APPLICATION」とし、国際予備審査の請求をする者が納付する る者が納付するときは、表題を「PAYMENT OF TRANSMITTAL FEE」とし、特許

ときは「PAYMENT OF FEES FOR INTERNATIONAL PRELIMINARY EXAMINAT 庁が国際調査をする国際出願をする者が納付するときは、表題を「PAYMENT

ION」とする。 OF TRANSMITTAL FEE AND SEARCH FEE」とし、国際予備審査の請求をする者

が納付するときは、表題を「PAYMENT OF PRELIMINARY EXAMINATION FEE」と

する。

27の 様式第27の３ 削除 様式第27の３（第78条の２関係）

３ SUBMISSION OF CERTIFICATE OF PAYMENT OF SEARCH FEE

To : Commissioner of the Patent Office

１ Identification of the International Application

２ Applicant (Common Representative)

Name : Signature

Address :

Country of nationality :

Country of residence :

３ Agent

Name : Signature

Address :

４ Amount Paid Yen

５ List of Attached Documents

（１） certificate of payment : １copy

（２） （ ）

〔備考〕

１ 振込みを証明する書面は、別紙にはがれないようにはり、割印する。

２ その他は、様式第１の備考１から５まで、９、13、14、20及び21、様式

第１の２の備考１から５まで、７及び８、様式第２の３の備考１並びに様
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式第２の４の備考２及び３と同様とする。

28 様式第28 削除 様式第28（第79条関係）

国際出願手数料（取扱手数料）振込済証提出書

特許庁長官 殿

１ 国際出願の表示

２ 出願人（代表者）

氏名（名称） ㊞

あ て 名

国 籍

住 所

３ 代理人

氏 名 ㊞

あ て 名

４ 振込みをした金額 円

５ 添付書類の目録

（１） 振込みを証明する書面 １通

（２） （ 通）

〔備考〕

１ 法第18条第４項の規定により納付すべき国際事務局に対する手数料のう

ち規則57.1の取扱手数料について振込みを証明する書面を提出するときは

、表題を「取扱手数料振込済証提出書」とする。

２ その他は、様式第１の備考１から10まで、12から15まで、17、18、20及

び21、様式第２の３の備考１、３及び４並びに様式第27の３の備考１と同

様とする。

28の 様式第28の２ 削除 様式第28の２（第79条関係）

２ SUBMISSION OF CERTIFICATE OF PAYMENT OF INTERNATIONAL

FILING FEE(OF HANDLING FEE)

To : Commissioner of the Patent Office

１ Identification of the International Application

２ Applicant(Common Representative)
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Name : Signature （㊞）

Address :

Country of nationality :

Country of residence :

３ Agent

Name : Signature （㊞）

Address :

４ Amount Paid Yen

５ List of Attached Documents

（１） certificate of payment : １copy

（２） （ ）

〔備考〕

１ 法第18条第４項の規定により納付すべき国際事務局に対する手数料のう

ち規則57.1の取扱手数料について振込みを証明する書面を提出するときは

、表題を「SUBMISSION OF CERTIFICATE OF PAYMENT OF HANDLING FEE」と

する。

２ その他は、様式第１の備考１から５まで、９、13、14、20及び21、様式

第１の２の備考１から５まで、７及び８、様式第２の３の備考１、様式第

２の４の備考２及び３並びに様式第27の３の備考１と同様とする。

29 ６ 添付書類の目録 ６ 添付書類の目録

(1) （特許印紙を貼付した書面（歳入関係事務特例省令別紙第２号の２書 (1) （特許印紙を貼付した書面（歳入関係事務特例省令別紙第２号の２書

式の納付済証（特許庁提出用））） １通 式の納付済証（特許庁提出用））） １通

（削る） (2) （振込みを証明する書面） １通

（削る） (3) （ 通）

備考 様式第１の備考１から10まで、12から15まで、17、18、20及び21、様式第 様式第１の備考１から10まで、12から15まで、17、18、20及び21、様式第

２の３の備考１、３及び４、様式第11の７の備考３並びに様式第18の備考１ ２の３の備考１、３及び４、様式第７の備考14並びに様式第18の備考１と同

と同様とする。 様とする。

29の ６ List of Attached Documents ６ List of Attached Documents

２ (1) (patent revenue stamps (receipt of revenue) ; １copy) (1) (patent revenue stamps (receipt of revenue) ; １copy)
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（削る） (2) (certificate of payment ; １copy)

備考 様式第１の備考１から５まで、９、13、14、20及び21、様式第１の２の備 様式第１の備考１から５まで、９、13、14、20及び21、様式第１の２の備

考１から５まで、７及び８、様式第２の３の備考１、様式第２の４の備考２ 考１から５まで、７及び８、様式第２の３の備考１、様式第２の４の備考２

及び３、様式第11の７の備考３並びに様式第18の備考１と同様とする。 及び３、様式第７の備考14並びに様式第18の備考１と同様とする。
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工業所有権に関する手続等の特例に関する法律施行規則様式

様式 備考

番号 番号 改 正 案 現 行

６ ８ ８ 「包括委任状」は、なるべく次の文例により作成する。この場合において ８ 「包括委任状」は、なるべく次の文例により作成する。この場合において

、第７条の規定により、包括委任状に代理権が及ばない事件に係る手続を記 、第７条の規定により、包括委任状に代理権が及ばない事件に係る手続を記

載するときは、「出願をする代理人又は出願と同時に提出する代理人選任届 載するときは、「出願をする代理人又は出願と同時に提出する代理人選任届

により選任した代理人以外の者は、この包括委任状を援用することができま により選任した代理人以外の者は、この包括委任状を援用することができま

せん。」のように、代理権の及ばない事件に係る手続を具体的に記載する。 せん。」のように、代理権の及ばない事件に係る手続を具体的に記載する。

（文例） （文例）

包 括 委 任 状 包 括 委 任 状

平成 年 月 日 平成 年 月 日

私は、識別番号○○○○○○○○○（弁理士）○○○○氏をもって代理人と 私は、識別番号○○○○○○○○○（弁理士）○○○○氏をもって代理人と

して下記事項を委任します。 して下記事項を委任します。

記 記

１ すべての特許出願、特許権の存続期間の延長登録の出願、実用新案登 １ すべての特許出願、特許権の存続期間の延長登録の出願、実用新案登

録出願、意匠登録出願、商標登録出願及び防護標章登録出願に関する手 録出願、意匠登録出願、商標登録出願及び防護標章登録出願に関する手

続並びにこれらの出願に関する出願の放棄及び出願の取下げ 続並びにこれらの出願に関する出願の放棄及び出願の取下げ

１ すべての実用新案登録出願又は意匠登録出願から特許出願への変更 １ すべての実用新案登録出願又は意匠登録出願から特許出願への変更

１ すべての特許出願又は意匠登録出願から実用新案登録出願への変更 １ すべての特許出願又は意匠登録出願から実用新案登録出願への変更

１ すべての特許出願又は実用新案登録出願から意匠登録出願への変更 １ すべての特許出願又は実用新案登録出願から意匠登録出願への変更

１ すべての通常の商標登録出願から団体商標の商標登録出願、地域団体 １ すべての通常の商標登録出願から団体商標の商標登録出願、地域団体

商標の商標登録出願又は防護標章登録出願への変更 商標の商標登録出願又は防護標章登録出願への変更

１ すべての団体商標の商標登録出願から通常の商標登録出願、地域団体 １ すべての団体商標の商標登録出願から通常の商標登録出願、地域団体

商標の商標登録出願又は防護標章登録出願への変更 商標の商標登録出願又は防護標章登録出願への変更

１ すべての地域団体商標の商標登録出願から通常の商標登録出願、団体 １ すべての地域団体商標の商標登録出願から通常の商標登録出願、団体

商標の商標登録出願又は防護標章登録出願への変更 商標の商標登録出願又は防護標章登録出願への変更

１ すべての防護標章登録出願から通常の商標登録出願、団体商標の商標 １ すべての防護標章登録出願から通常の商標登録出願、団体商標の商標

登録出願又は地域団体商標の商標登録出願への変更 登録出願又は地域団体商標の商標登録出願への変更
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１ すべての特許出願又は実用新案登録出願に基づく特許法第41条第１項 １ すべての特許出願又は実用新案登録出願に基づく特許法第41条第１項

又は実用新案法第８条第１項の規定による優先権の主張及びその取下げ 又は実用新案法第８条第１項の規定による優先権の主張及びその取下げ

１ すべての実用新案登録に基づく特許法第46条の２第１項の規定による １ すべての実用新案登録に基づく特許法第46条の２第１項の規定による

特許出願及び出願の取下げ 特許出願及び出願の取下げ

１ すべての特許権、実用新案権、意匠権及び商標権並びにこれらに関す １ すべての特許権、実用新案権、意匠権及び商標権並びにこれらに関す

る権利に関する手続並びにこれらの権利の放棄並びにこれらの手続の取 る権利に関する手続並びにこれらの権利の放棄並びにこれらの手続の取

下げ 下げ

１ すべての特許出願に関する出願公開の請求 １ すべての特許出願に関する出願公開の請求

１ すべての特許出願、意匠登録出願、商標登録出願、防護標章登録出願 １ すべての特許出願、意匠登録出願、商標登録出願、防護標章登録出願

及び書換登録の申請に関する拒絶査定に対する審判の請求及びその取下 及び書換登録の申請に関する拒絶査定に対する審判の請求及びその取下

げ げ

１ すべての他人の特許出願についての出願審査の請求 １ すべての他人の特許出願についての出願審査の請求

１ すべての他人の特許権、特許権の存続期間の延長登録、実用新案権、 １ すべての他人の特許権、特許権の存続期間の延長登録、実用新案権、

意匠権、商標権及び防護標章登録に基づく権利に関する無効審判の請求 意匠権、商標権及び防護標章登録に基づく権利に関する無効審判の請求

及びその取下げ 及びその取下げ

１ すべての他人の特許に関する特許異議の申立て及びこれらの取下げ

１ すべての他人の商標（防護標章）登録に関する登録異議の申立て及び １ すべての他人の商標（防護標章）登録に関する登録異議の申立て及び

その取下げ その取下げ

１ すべての他人の商標権に関する商標登録の取り消しの審判の請求及び １ すべての他人の商標権に関する商標登録の取り消しの審判の請求及び

これらの取下げ これらの取下げ

１ 上記手続に関する復代理人の選任 １ 上記手続に関する復代理人の選任

住所（居所） 住所（居所）

氏名（名称） ㊞ 氏名（名称） ㊞

９ 24 24 第12条の規定により、特許法第43条第１項（同法第43条の３第３項におい 24 第12条の規定により、特許法第43条第１項（同法第43条の２第３項におい

て準用する場合を含む。）に規定する書面の提出に代えてパリ条約による優 て準用する場合を含む。）に規定する書面の提出に代えてパリ条約による優

先権又はパリ条約の例による優先権を主張しようとする旨等を願書に記録す 先権又はパリ条約の例による優先権を主張しようとする旨等を願書に記録す

るときは、「【代理人】」の欄の次に「【パリ条約による優先権等の主張】 るときは、「【代理人】」の欄の次に「【パリ条約による優先権等の主張】

」の欄を設け、その欄に「【国名】」及び「【出願日】」を設けて、国名及 」の欄を設け、その欄に「【国名】」及び「【出願日】」を設けて、国名及

び出願日を記録する。これらの優先権の主張の基礎とされた出願の番号を記 び出願日を記録する。これらの優先権の主張の基礎とされた出願の番号を記

録するときは、「【出願日】」の次に「【出願番号】」の欄を設けて、その 録するときは、「【出願日】」の次に「【出願番号】」の欄を設けて、その

番号を記録する。特許法施行規則第27条の３の３第３項第１号に規定する事 番号を記録する。特許法施行規則第27条の３の３第３項第１号に規定する事
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項を願書に記録するときも同様とする。また、同項第２号に規定する事項を 項を願書に記録するときも同様とする。また、同項第２号に規定する事項を

願書に記録するときは、「【出願番号】」の次に「【優先権証明書提供国（ 願書に記録するときは、「【出願番号】」の次に「【優先権証明書提供国（

機関）】」及び「【提供国（機関）における出願の番号】」を設けて、特許 機関）】」及び「【提供国（機関）における出願の番号】」を設けて、特許

法第43条第２項に規定する書類に記載されている事項を電磁的方法により特 法第43条第２項に規定する書類に記載されている事項を電磁的方法により特

許庁長官に提供する国の国名又は国際機関の名称及びその国又は国際機関に 許庁長官に提供する国の国名又は国際機関の名称及びその国又は国際機関に

おいてした出願の番号を記録し、特許法施行規則第27条の３の３第３項第３ おいてした出願の番号を記録し、特許法施行規則第27条の３の３第３項第３

号に規定する事項を記録するときは、「【出願番号】」の次に「【出願の区 号に規定する事項を記録するときは、「【出願番号】」の次に「【出願の区

分】」及び「【アクセスコード】」を設けて、それぞれ、優先権の主張の基 分】」及び「【アクセスコード】」を設けて、それぞれ、優先権の主張の基

礎とした出願の区分（「特許」、「実用新案登録」等の別）及び特許法第43 礎とした出願の区分（「特許」、「実用新案登録」等の別）及び特許法第43

条第２項に規定する書類に記載されている事項を電磁的方法により特許庁長 条第２項に規定する書類に記載されている事項を電磁的方法により特許庁長

官に提供するためのアクセスコードを記録し、その次に「【優先権証明書提 官に提供するためのアクセスコードを記録し、その次に「【優先権証明書提

供国（機関）】」を設けて特許法第43条第２項に規定する書類に記載されて 供国（機関）】」を設けて特許法第43条第２項に規定する書類に記載されて

いる事項を電磁的方法により特許庁長官に提供する国の国名を記録し、又は いる事項を電磁的方法により特許庁長官に提供する国の国名を記録し、又は

、「世界知的所有権機関」と記録する。なお、２以上の優先権を主張しよう 、「世界知的所有権機関」と記録する。なお、２以上の優先権を主張しよう

とするときは、次のように欄を繰り返し設けて記録する。 とするときは、次のように欄を繰り返し設けて記録する。

【パリ条約による優先権等の主張】 【パリ条約による優先権等の主張】

【国名】 【国名】

【出願日】 【出願日】

【出願番号】 【出願番号】

（【出願の区分】） （【出願の区分】）

（【アクセスコード】） （【アクセスコード】）

（【優先権証明書提供国（機関）】） （【優先権証明書提供国（機関）】）

（【提供国（機関）における出願の番号】） （【提供国（機関）における出願の番号】）

【パリ条約による優先権等の主張】 【パリ条約による優先権等の主張】

【国名】 【国名】

【出願日】 【出願日】

【出願番号】 【出願番号】

（【出願の区分】） （【出願の区分】）

（【アクセスコード】） （【アクセスコード】）

（【優先権証明書提供国（機関）】） （【優先権証明書提供国（機関）】）

（【提供国（機関）における出願の番号】） （【提供国（機関）における出願の番号】）
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11 23 23 第12条の規定により、意匠法第15条第１項において準用する特許法第43条 23 第12条の規定により、意匠法第15条第１項において準用する特許法第43条

第１項（意匠法第15条第１項において準用する特許法第43条の３第３項にお 第１項（同法第43条の２第３項において準用する場合を含む。）に規定する

いて準用する場合を含む。）に規定する書面の提出に代えてパリ条約による 書面の提出に代えてパリ条約による優先権又はパリ条約の例による優先権を

優先権又はパリ条約の例による優先権を主張しようとする旨等を願書に記録 主張しようとする旨等を願書に記録するときは、「【代理人】」の欄の次に

するときは、「【代理人】」の欄の次に「【パリ条約による優先権等の主張 「【パリ条約による優先権等の主張】」の欄を設け、その欄に「【国名】」

】」の欄を設け、その欄に「【国名】」及び「【出願日】」を設けて、国名 及び「【出願日】」を設けて、国名及び出願日を記録する。これらの優先権

及び出願日を記録する。これらの優先権の主張の基礎とされた出願の番号を の主張の基礎とされた出願の番号を記録するときは、「【出願日】」の次に

記録するときは、「【出願日】」の次に「【出願番号】」の欄を設けて、そ 「【出願番号】」の欄を設けて、その番号を記録する。また、２以上の優先

の番号を記録する。また、２以上の優先権を主張しようとするときは、次の 権を主張しようとするときは、次のように欄を繰り返し設けて記録する。

ように欄を繰り返し設けて記録する。 【パリ条約による優先権等の主張】

【パリ条約による優先権等の主張】 【国名】

【国名】 【出願日】

【出願日】 【出願番号】

【出願番号】 【パリ条約による優先権等の主張】

【パリ条約による優先権等の主張】 【国名】

【国名】 【出願日】

【出願日】 【出願番号】

【出願番号】
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意匠法施行規則様式

様式 備考

番号 番号 改 正 案 現 行

２ 32 32 第19条第３項において準用する特許法施行規則第27条の４第３項の規定に 32 第19条第３項において準用する特許法施行規則第27条の４第１項の規定に

より、パリ条約による優先権又はパリ条約の例による優先権を主張しようと より、パリ条約による優先権又はパリ条約の例による優先権を主張しようと

する旨等を願書に記載してその旨等を記載した書面の提出を省略するときは する旨等を願書に記載してその旨等を記載した書面の提出を省略するときは

、「【代理人】」（備考29に該当する場合にあつては、「【秘密にすること 、「【代理人】」（備考29に該当する場合にあつては、「【秘密にすること

を請求する期間】」）の欄の次に「【パリ条約による優先権等の主張】」の を請求する期間】」）の欄の次に「【パリ条約による優先権等の主張】」の

欄を設け、その欄に「【国名】」及び「【出願日】」を設けて、国名及び出 欄を設け、その欄に「【国名】」及び「【出願日】」を設けて、国名及び出

願日を記載する。これらの優先権の主張の基礎とされた出願の番号を記載す 願日を記載する。これらの優先権の主張の基礎とされた出願の番号を記載す

るときは、「【出願日】」の次に「【出願番号】」の欄を設けて、その番号 るときは、「【出願日】」の次に「【出願番号】」の欄を設けて、その番号

を記載する。また、２以上の優先権を主張しようとするときは、次のように を記載する。また、２以上の優先権を主張しようとするときは、次のように

欄を繰り返し設けて記載する。 欄を繰り返し設けて記載する。

【パリ条約による優先権等の主張】 【パリ条約による優先権等の主張】

【国名】 【国名】

【出願日】 【出願日】

【出願番号】 【出願番号】

【パリ条約による優先権等の主張】 【パリ条約による優先権等の主張】

【国名】 【国名】

【出願日】 【出願日】

【出願番号】 【出願番号】


